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《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》別紙① 

 

    組織名／団体・地域 （ 北海道社会保障推進協議会） 記入者（  野津 修一       ） 
 

この一年間の取り組みの特徴について 
下記の5つの活動の重点にもとづいて取り組みました。 
➀物価高騰などよるいのちやくらし、中小企業など経営、地域経済など深刻な問題を乗り越え、いのち
とくらしを最優先の社会に転換させることをめざします。 
②25条をはじめ憲法をくらしに活かし「憲法改悪・消費税増税・社会保障改悪・規制緩和」に反対し、関
係諸団体と共同して、消費税減税、国の責任による社会保障の拡充をめざします。 
③国保都道府県単位化、地域医療構想、医療費適正化政策など、市町村の裁量を奪う攻撃が強まる
中、市町村といっしょに誰もがくらし続けられる自治体地域づくりをめざします。 
➃生活保護バッシングを打ち破り、孤立死や貧困をなくす取り組みをすすめます。 
➄当事者のたたかいに連帯し、共同の取り組みをひろげ社保協の組織強化をめざします。 

各分野の取り組みと学習会など 
●医療：北海道民医連などと共同し、医療制度改悪反対の取り組みをすすめてきた。地域医療を守る

署名(民医連)は5万筆を超えた。 
     地域医療と公立病院を守る連絡会として、地方議員と地域医療の実態と課題について懇談。 
     国保7者会議で、国保統一化などの課題について、交渉をおこなった。 
     後期高齢者広域連合と、民医連、年金者組合と一緒に懇談をおこない、保険料値上げに反対

し、資格確認書の全員への発行を求めた。 
     民医連、難病連、医労連などで実行委員会を結成し、「国の責任で医療と介護の充実を求める

北海道集会」を開催した。 
●介護：介護に笑顔連絡会に参加し、居宅支援事業所アンケートを取り組み、30％の事業所から回答 

アンケート結果については記者会見を実施し、北海道との交渉もおこなった。 
また、ケアマネの処遇改善やシャドーワークについて、札幌市議会議員と懇談をおこなった。 
雪まつり宣伝、札幌市地下歩行空間などで署名・宣伝行動をおこなった。 
11月11日介護の日の電話相談会を実施した。 

●福祉；障道協などと連携し、学習、宣伝等に取り組んだ。 
●年金：年金裁判に支援する会に結集し、取り組みをすすめてきた。 
●子ども：子ども医療費ネットで、道交渉、札幌市地下歩行空間での宣伝行動などに取り組んだ。 
●生活保護：生活保護を良くする会に参加し、学習決起集会や街頭署名・宣伝行動に取り組んでいる 
        SOSネット北海道として、電話相談や街頭相談会を実施した。 

●学習会・講演会等について 
2025年6月21日  北海道社保協第32回定期総会・記念講演 

『消費税・基礎控除の問題点と不公平税制の是正』 
講師：元立正大学法学部教授・税理士 浦野 広明氏 

2025年10月18日 北海道社保学校in札幌・記念講演 
『“いのちのとりで裁判”の意義とこれからのたたかい』 講師：小久保 哲郎弁護士 
『介護保険25年目の現状と抜本改革への提言』 

 講師；大阪社会保障推進協議会介護保険対策委員長の日下部雅喜氏 
2026年5月16日  医療改悪と新たな地域医療構想についての学習会 

『医療政策の検証、医療保障の充実を～人口が減るから病院も減らす？～』 
講師：佛教大学社会福祉学部教授 長友 薫輝氏 

●当会発行の『笑顔でくらしたい』（隔月）の発行・普及 
●『道民のくらしに役立つハンドブック2025-2026年度』を発行・普及した。 
署名集約（取り組んだ署名を記入ください）   

① 介護保険制度の抜本改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名・（ 18,836 筆） 

② 健康保険証の復活を求める請願署名・・・・・・・・・・・・・・・（ 873 筆） 

③ 国の制度として１８歳までの医療費窓口負担を無料に請願署名・・（ 未集約 ） 

④ その他（ OTC署名          ）        （  3,557 筆） 

⑤ その他（ 原発0再生エネルギー  ）        （  3.,026 筆） 

⑥ その他（ 泊原発3号機再稼働許すな）      （  1,949 筆） 

２０２５年度内に結成した地域社保協  ありません。 

結成予定の地域社保協 
結成予定日( 未定 )  名称( 岩見沢市社保協 ) 
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《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》別紙① 

 

    組織名／団体・地域 （青森県社会保障推進協議会） 記入者（津川文彦） 
各団体のこの一年間の取り組みの特徴（医療、介護、福祉、年金、教育、子育て、生活保護など社会保障改善の取

り組み、保険証復活のたたかい、自治体キャラバンの特徴、その他） 

⑴ 青森県こども医療費助成制度の概要 （2025 年度） 

青森県では、県内すべての全市町村（全 40 市町村）において、18 歳（18 歳到達後最初の 3 月 31 日）まで子どもの医療費が

完全無償化されています。この無償化は、県の「青森県学校給食費無償化等子育て支援市町村交付金」を活用して実現したも

のですが、それ以前に各市町村の自治体が私たちの要求や住民の要望に応えて自主財源で無償化したのが 40 市町村の内、

32 市町村でした。長年の県社保協や民主団体の運動の努力で無償化したものです。この状況を最大の好機と捉え県知事選で

自民党と関係の悪い、新人で宮下さんが選挙公約を掲げ、当選後、各市町村に県財政を投入したことで実現されたものです。 

  対象年齢: 0 歳〜18 歳到達後の最初の 3 月 31 日までの子ども 

  対象となるもの: 保険診療が適用される医療費・調剤薬局の自己負担分 

  対象外となるもの: 入院時の食事療養費、健康診断、予防接種、文書料などの保険外診療（自費）  

 県内共通の利用ポイント 

  窓口負担なし: 県内の医療機関や調剤薬局を受診する際、「子ども医療費受給資格証」を提示すれば窓口での支払

いが原則不要となります。 

  県外での受診: 県外の医療機関を受診して窓口で支払った場合でも、後日お住まいの市町村の役所・役場へ申請す

ることで払い戻しを受けられます。  

市町村別の特色 

対象年齢は全市町村で共通ですが、市町村によって上乗せサポートがあります。 自治体によって、入院時の食事療養費全額

補助（4 自治体）や特定の治療用補装具に対する助成など、細かな制度内容が異なる場合があります。  

 

⑵ 青森県内全市町村で小・中学校の給食費無償化実現（2025 年度） 

青森県では、都道府県単位では全国で初めて、県内すべての市町村（40 市町村）において小・中学校の給食費が完全無償化

されています。 この無償化は、県の「青森県学校給食費無償化等子育て支援市町村交付金」を活用して実現したものですが、

それ以前に自主財源で無償化している自治体は 18 市町村に及び、長年の県社保協や民主団体の運動で無償化してきまし

た。これらの状況を好機と見た県知事選で新人で最も若い宮下さんが選挙公約を掲げ当選後、各市町村に県財政を投入したこ

とで実施されたものです。 

無償化のポイント 

  対象者： 青森県内のすべての公立小・中学校に通う児童・生徒。 

  家計への影響： 年間で小学生なら約 5 万 2,000 円、中学生なら約 6 万円の負担が軽減されます。  

 

⑶ 0〜2 歳児の保育料完全無償化を実施している 34 市町村（2026 年 4 月現在） 

青森県内では、2025 年度・2026 年度県の交付金拡充を背景に 0〜2 歳児の保育料完全無償化を実施・拡大する市町村が増

えており、2026 年 4 月時点で県内 34 市町村（昨年は 22 市町村）に拡大されました。対象となるお子さんの保育料が所得制

限なく完全無料となります。（残り 6 市町村） 

0 歳から 2 歳までの完全無償化の 3 大特徴 

  所得制限がない: 親の年収が高くても低くても、全員の保育料（副食費を含む）が無料になります。 
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  第 1 子から対象:  1 人目のお子さんから無料になります。 

  認可施設が基本: 市町村が認可している保育所、認定こども園、地域型保育事業などが対象です。 

3 歳〜5 歳の幼児教育・保育の副食費無償化について 

  国の基準に基づき、幼稚園、保育所、認定こども園などを利用する 3 歳から 5 歳児（および住民税非課税世帯の満 3

歳児）の保育料は、全国一律で無料となりますが 副食費（おかずやおやつ代）については親御さん負担が通常の原

則ですが青森県内には、保育料だけでなく副食費（おかずやおやつ代）まで無料にしている自治体が多数になりまし

た。  

  青森県が創設した子育て支援市町村交付金の後押しもあり、すでに小中学校の給食費を無料化していた自治体など

が、次のステップとして「3 歳〜5 歳児の副食費無料化」を次々と導入しています。  

現在、副食費（おやつ・おかず代）の無料化は青森県内では合計 29 市町村が副食費の無償化に対応しています。 長年にわ

たる保育料・副食費の無料化については県社保協や民主団体の要求に対して大きく前進しています。また 2025 年度の春秋 2

回にわたる「少子化・子育て支援アンケート」で想定される子育て支援策を列挙し、仮に実施した場合の予定額、当該自治体全

体予算比、実施するうえでの困難等が記載できるアンケートも大きく影響しています。そのほかの子育て支援策として修学旅行

の無料化・半額補助、卒業アルバム無償化、通学費（定期代）無料、ジャンボタクシーの送迎、自転車通学ヘルメット補助、下宿

代の半額補助など成果が表れています。2026 年も保育関係は最大の焦点です。 

 今後も一つ一つ自治体と話し合い、社会保障の充実のために奮闘したい。 

 

 

 

 

 

 

 

署名集約（取り組んだ署名を記入ください） 

① 介護保険制度の抜本改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名・・・・・（4126筆） 

② 健康保険証の復活を求める請願署名・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（8631筆） 

③ 国の制度として１８歳までの医療費窓口負担を無料に請願署名・・・・・・・（317筆） 

④ 税金はくらしの充実に戦争準備の軍拡を中止し、憲法・平和・いのち・くらしを守る政治

への転換を求める請願署名・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（2786筆） 

⑤ 医療機関の維持存続を求める請願署名・・・・・・・・・・・・・・・・・（23711筆） 

２０２５年度内に結成した地域社保協 

結成年月日(  なし   ) 名称(  なし  ) 

結成予定の地域社保協 

結成予定日(  検討中  )  名称(    ) 
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《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》別紙① 

 

    組織名／団体・地域 （   岩手社保協   ）   記入者 （  髙橋 貴志子  ） 
 

１．介護保険制度の改悪を許さないたたかいについて

  ①訪問介護引き下げ撤回と介護報酬引き上げの再改定を早急に行うことを求める意見書 

  ・岩手の介護を良くする会と連名で請願提出。25年12月末現在、33市町村中18市町村が

意見書採択した。宮古市、花巻市、葛巻町では、訪問介護事業所に対する独自補助を開

始した。県内の訪問介護事業所が1か所の自治体は7町村、2か所は2町となっている。2

4年8月1日と25年4月1日の事業所数を比較すると、346カ所から330カ所に16減（3増19

減）。また社会福祉協議会運営の事業所数は30カ所から27カ所に減少しており、引き続

き自治体要請などの働きかけを行っていく。 

  ②介護・認知症なんでも無料相談は11月10日に実施。相談員3名で12件の相談を受けた。 

  ③地域総研連続講座（11/22）、地域総研私まちフォーラム（2/14）において、介護や生

活保護、難病患者団体の取り組みについて学び合った。難病連との懇談を行い共同の取

組を行っていくことを確認した。 

２．後期高齢者医療制度改善の取組み 

  ①後期高齢者広域連合に保険料引き下げ、資格確認書の一律交付等を求める要請と懇談 

   （26.2）を実施。一人当たり保険料は、9869円増の年65,957円となった。26年2月の広

域連合議会では、子ども・子育て支援金について保守系議員からも「医療保険から取る

のはおかしい」という発言があった。 

  ②後期高齢者広域連合にマイナ保険証の有無にかかわらず資格確認書を一律交付するよう

再度要請と懇談を実施。（6/22） 

３．OTC類似薬に係る特別料金導入の撤回を求める取り組み 

  ・県議会に25年10月に請願を提出。委員会で2度継続審査。その後いったん取り下げ請願

の内容を変えて26年2月議会に提出するも委員会で否決となった。ＯＴＣ類似薬の署名

は約300筆。 

４．国保改善の取り組み 

  ①2026自治体キャラバン（26.5～6）において、国保・介護等を中心に7市町村に要請 

  ②2025年度の国保税改定状況：2市2町で引き上げ、29市町村は据え置き。 

５．地域医療を守る取組み 

  ・県内初の地域医療連携法人「釜石スクラムメディカルフィット」が発足。県立中央病院

付属紫波地域診療センターが74年で廃止。奥州市の新医療センター事業は新市⾧の公約

に基づいて中止。10年に及ぶ検討が振り出しに戻った。 

６．市町村補聴器購入費補助事業‥16市町村に（このうち18歳以上の対象は５市町村）。 

７．他団体主催の決起集会、学習会、つどいなどに参加した。大運動実行委員会主催の11・3 

  決起集会では中央社保協の林事務局⾧が講演した。 

８．一関社保協と盛岡地域社保協再建に向けた協議は継続中。 
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《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》別紙① 

 

    組織名／団体・地域 （宮城県社保協） 記入者（事務局⾧高橋） 
 

各団体のこの一年間の取り組みの特徴（医療、介護、福祉、年金、教育、子育て、生活保護など社会保

障改善の取り組み、保険証復活のたたかい、自治体キャラバンの特徴、その他） 

 

【キャラバン】社保協運動の大きな柱である「医療と福祉の拡充を求める」自治体キャラバン

は、毎年地域社保協での事前学習会とあわせて開催してきました。大崎･塩釜地域社保協を始

め、白石市・気仙沼では地域の団体・住民主体の事前学習会が開催され、多くの住民が参加し

要請内容について学習を深め取り組まれました。2025キャラバンでも国民健康保険課題を中心

に、訪問介護事業報酬引き下げに伴う介護保険事業計の実態調査課題を含めた懇談を行い、半

年に及ぶ期間を要して取り組まれました。全体ではのべ200名が参加し、これまでの運動の継

続を力に、改善課題の前進と成果を実感したキャラバンとなっています。 

【国保】市町村国保を巡っては、国保加入の60%を超える世帯が軽減世帯となっている現状を

踏まえた国保運営のあり方や、子ども均等割独自軽減策要望とあわせ、米価高騰による所得に

関連した来期の国保税の動向などで各自治体での意見交換を深めた。気仙沼市では、県税率に

合わせたものの、国保財政について厳し状況が語られ、県からの納付金額について、これ以上

の高額にならないよう切実な訴えが語られました。栗原市では、昨年より3年かけて県保険税

率に合わせていく市の方針の中で、国保基金が枯渇していく実態と合わせ、県の国保基金が肥

大化しているなどの問題点が語られ、県国保財政の問題点が明らかになっています。同市では

、今年度より国保子ども均等割を独自財政で実施、県内12自治体へ拡大した。 

【地域医療】 地域医療の課題ではみやぎ4病院再編問に関する取り組み、地域医療を守る共

同行動みやぎ連絡会を軸に4病院再編を巡る取り組みを行ってきた。県立精神医療センター現

地建て替えを求める活動では、みやぎユーザーズアクション実行委員会の活動支援を行い、み

やぎアピール大行動実行委員会も加わった大きな市民連帯を形づくり、県や関係自治体にに働

きかけられるよう社保協として奮闘。また、仙南医療圏では白石市外二町組合で運営されてき

た公立刈田綜合病院の公設民営化された後も、住民組織との連携を深めた活動を継続。 

【共闘】今年度も要求で一致した団体との共同の取り組みを進めてきました。継続して障害者の権利

・制度拡充を求める「みやぎアピール大行動実行委員会」、より良い介護保険を求める「みやぎ県民

フォーラム実行委員会」、労働組合を中心とした「福祉ウェーブ実行委員会」をはじめ、医療･福祉

現場での要求を全面に掲げた各種取り組みに参加しています。 

 4 病院再編問題では、県立精神医療センター富谷市移転反対運動を軸にみやぎユーザーズアクション

実行委員会等の当事者団体での取り組みを進めてきました。また、「より良い歯科医療を求める宮城の

会」が結成され 5 年が経過しました。世話人会に参加し、継続的な運動の提起を行ってきています。 

 この間、県民大集会実行委員会等、新たな協同の輪も広がりを見せているなかで、今年度もさらに

社会保障改悪を許さない共同を進めていきます。 
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《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》別紙① 

 

    組織名／団体・地域 （ 山形県社会保障推進協議会 ） 記入者（ 工藤 剛 ） 
 
各団体のこの一年間の取り組みの特徴（医療、介護、福祉、年金、教育、子育て、生活保護など社会保障改善

の取り組み、保険証復活のたたかい、自治体キャラバンの特徴、その他） 

・山形県への要請行動（7/29）を行い県社保協から 8 名が参加し、県側は 10 名が対応した。この間

には、訪問介護の基本報酬引下げによる減収に対する燃料費の助成、物価高騰によって経営が悪化

した介護事業所、高齢者福祉施設への物価高騰による負担分の助成が実施された。また、物価高騰対

策として地方創生臨時交付金を活用して、フードバンク事業者への支援、灯油代の臨時支援、医療機

関への支援金の増額を行っている。 

・自治体要請キャラバンは、山形県内陸11市（10/23～24・11/19～21）、鶴岡市・三川町・庄

内町（11/18）、酒田市・遊佐町（12/23・25）で行った。国保税滞納による「特別療養費支給」の

対象世帯は米沢市と上山市が0件、村山市が1件のほか100件を超す自治体があり、滞納者が医療を

受けられる対応を求めた。南陽市と尾花沢市は訪問介護事業所に対し、介護報酬改定による減額分

を支援している。小中学校の給食費無償化は、これまでの寒河江市に続いて米沢市、尾花沢市、天

童市で行われた。補聴器購入費助成は、助成を検討している自治体があった。新庄市は、エアコン

新規購入補助金を高齢者・障がい世帯等を対象として開始した。 

・「消炎鎮痛剤や抗アレルギー薬などOTC類似薬の追加負担を行わないことを求める意見書」の国へ

の提出を求め、山形県議会2月定例会に請願して8月閉会中委員会で審議を継続する。 

・“高額療養費の負担増撤回を”厚労省「国民の皆様の声」募集送信フォームへの意見集中を行い、山

形県民医連の各事業所から11件の意見を提出した。 

・「2026年8月以降も後期高齢者の全員にマイナ保険証の有無に関わらず資格確認書の職権交付を求め

る要請書」を3/26に山形県後期高齢者医療広域連合議会に提出した。回答では、要請資格確認書の

職権交付は厚生労働省の方針に従い、被保険者全員への交付を行わない取り扱いとされた。国は被

保険者全員に対して資格確認書を交付することは想定せず、被保険者全員への交付によるシステム

改修が必要な場合、国のシステムと連携が図れなくなる可能性があるなど示された。 

・学習活動として県社保協第29回定期総会（10/11）では、中央社保協林事務局⾧より運動課

題について講演された。キャラバン事前学習会は、山形内陸11市（10/17）、鶴岡田川（11/

4）、酒田飽海（11/17）で行い、各分野の課題と各地の進んだ運動を学び意思統一した。 

 

署名集約（取り組んだ署名を記入ください） 

① 介護保険制度の抜本改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名・（10295筆） 

② 健康保険証の復活を求める請願署名・・・・・・・・・・・・・・・（574筆） 

③ 国の制度として１８歳までの医療費窓口負担を無料に請願署名・・（4500筆） 

④ 能登半島地震被災地の医療費窓口負担・介護利用料の免除の再開を求める署名（7336筆） 

⑤ 福祉職員の賃金水準をすみやかに全産業平均に引上げ職員を増やしてください（3761筆） 

２０２５年度内に結成した地域社保協 

結成年月日(        ) 名称(              ) 

結成予定の地域社保協 

結成予定日(        )  名称(               ) 
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《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》別紙① 

 

    組織名／団体・地域 （ 埼玉社保協   ） 記入者（  段  和志 ） 
 

各団体のこの一年間の取り組みの特徴（医療、介護、福祉、年金、教育、子育て、生活保護など社会保

障改善の取り組み、保険証復活のたたかい、自治体キャラバンの特徴、その他） 

 ・63自治体にアンケート「国保加入者の外国人アンケート」に取り組み2025年10月1日～24

日まで、43項目を依頼。国保加入者の外国人は、低所得の中でも納付をはじめ医療費を引き

下げなどに貢献していること、排斥を唱える政党、集団の一部の外国人をとらえての誹謗中

傷は的外れなことが明らかになりました。国保の仕組みがわかる多言語化リーフ作成の必要

も浮き彫りに、川口市、蕨市、戸田市、坂戸市は５～7つの多言語リーフあり 

 ・「さいたま市訪問介護事業所アンケート」の取り組み 8月からさいたま市内の309訪問介

護事業所アンケートを送り、138通(44.8％)回答。国や県へのフリー記入では53の事業所か

ら介護報酬の見直し、処遇改善の要望、廃業、倒産の検討、新規の方をうけられないという

切実な声、要望が寄せられました。これを基に、県、さいたま市と懇談は、県では、介護事

業所の実態を深刻に受け止め、国に要望をしていく。向いている方向は同じと回答。国の補

助金を活用して28自治体で訪問介護事業所へ支援事業を実施。 

 ・さいたま市社保協が地域社保協として、第１回社保学校を開催。「参院選後の情勢、医療

、介護の危機とたたかい」講師は谷本 諭さん 

 ・県社保協として、国保部会の開催（6回）、介護部会の開催（4回） 

 ・毎週木曜日 13:00～ 浦和駅東口で「従来の健康保険証を復活してください」宣伝を保険

医協会、埼生連、埼高教、埼労連、新婦人等で行なってきました。 

 ・自治体要請キャラバンは、7/14～7/24 実質8日間、63自治体すべてと懇談予定。交渉団

は延べで1000人超、自治体職員1000人を超える参加者になる予定 

署名集約（取り組んだ署名を記入ください） 

① 介護保険制度の抜本改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名・（ 3872 筆） 

② 健康保険証の復活を求める請願署名・・・・・・・・・・・・・・・（ 2393筆） 

③ 国の制度として１８歳までの医療費窓口負担を無料に請願署名・・（       筆） 

④ その他（「払える国保税」にするために、第3期国保運営方針の見直しを求める署名(埼玉県

版)339筆  

その他（・大軍拡より社会保障の拡充を求めるたたかい 100 万署名 1047 筆 

２０２５年度内に結成した地域社保協 

結成年月日(2025.11.29) 名称(深谷寄居社会保障推進協議会) 

結成予定の地域社保協 

結成予定日(        )  名称(               ) 
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《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》別紙① 

 

    組織名／団体・地域 （社会保障推進千葉県協議会）            記入者（竹内敏昭） 
 

各団体のこの一年間の取り組みの特徴 

１年間の活動について 

石破政権・高市政権のもとで軍拡が進む一方、社会保障費削減が加速しているとの問題意

識で活動。住民の実態を踏まえ、県・市町村に対し「住民福祉の増進を基本とする自治体本

来の役割」の発揮を求めてきた。 

●第34回「社会保障の充実を求める自治体要請キャラバン」 

県及び54市町村に対し、住民税・医療・介護・国保・障害福祉・保育・就学援助・生活保

護・年金・防災など100項目超の要請書を提出し懇談。参加者はのべ住民側574人、自治体側

783人、計1,357人超にのぼる。 

・2025年12月23日には県担当課と懇談し、現場の実態を訴え、県の役割発揮を要請。 

●キャラバンなど請活動の成果 

「加齢性難聴者補聴器購入助成」「学校給食完全無償化」など、市町村制度が前進。 

特に補聴器購入助成は、2024年4月時点8自治体が2026年7月には八千代市が開始し20自治

体へ拡大。 

50歳以上64歳未満の帯状疱疹任意接種助成について、県が2026年度新規事業として助成

を開始したこともあり、県内29自治体に前進。 

●地域社保協の現状と課題 

県内の地域社保協は17地域＋準備会2地域（八千代・印西）。一方で、役員の高齢化や事務

局の多忙により活動が停滞する地域もある。10年以上活動停止していた市川市社保協が再建

（2026年2月23日）し、県内への励ましとなっている。東葛地域では柏・松戸・流山・我孫

子の社保協が集まり、課題共有と交流を開始。他地域への広がりが重要。 

●共同の宣伝・署名活動 

「地域から国へ声を届ける」取り組みとして、毎月第4火曜日に共同定例宣伝を実施。 

 

１.安心の医療・介護制度を求める 

（１）医療 

県内子ども医療費助成については、一部で窓口負担金を残しつつも、県内５４自治体すべ

てで入通院共に所得制限なし、18歳年度末まで現物給付の対象とすることを達成。 

さらに、神崎町・多古町では入院・通院とも所得制限なしで22歳年度末まで窓口負担無料

に。市町村施策を支援するため、県基準の十分な引き上げが急務。 

（２）介護・認知症なんでも無料電話相談などのとりくみ 

・11月10日、県社保協と認知症の人と家族の会などの共催で実施。6件の相談。 

・11月10日「介護する人、受ける人がともに大切にされる介護制度を」宣伝行動。25人の参

加で39筆の署名。 
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（３）「介護保険制度の改善・介護従事者の処遇改善を求める請願署名」提出行動とりくみ 

中央社保協などは介護保険制度と介護従事者処遇の改善を求め、25年11月から26年5月ま

で3度の署名提出集会を開催。署名は累計39万3555筆超に。5月26日の最終行動には県内か

ら7人が参加し、集会後、県選出議員に請願の紹介議員になって欲しいと要請した。 

 

２.従来の保険証を継続させよう（資格確認書の全員交付めざす） 

（１）自治体キャラバンで「資格確認書全員交付」を課題に 

自治体キャラバンは「従来の保険証併用」と「全被保険者への資格確認書交付」を求めた

が、実施自治体はゼロ。 

（２）千葉県後期高齢者医療広域連合へ「資格確認書是認交付」を要請・懇談 

千葉県後期高齢者医療広域連合に、8月以降も全高齢者へ資格確認書を職権交付するよう

要望。広域連合側は、85歳以上は一律交付、75～84歳はマイナ保険証の利用履歴に応じ「資

格情報のお知らせ」又は「資格確認書」を発行すると回答した。 

 

３.社会保障制度としての国民健康保険をめざす 

国保料は84.2％が「高い」と感じ、生活費削減や預金取り崩しで支払う世帯が多い。（県

社保協24年度調査） 

物価高で滞納・受診控えも深刻化。25年度は3分の1の自治体が保険料を引き上げ、法定外

繰入は減少。資格証明書廃止後も減免・猶予が不可欠。県方針は法定外繰入解消や水準統一

を掲げ負担増が懸念され、制度改善には１兆円の国庫負担増や均等割・平等割廃止が必要。

県・市町村の独自支援や基金活用で減免拡充を求める必要あり。 

 

４．目的外使用の子ども・子育て支援金徴収はやめて 

3月2日、中央社保協は子ども子育て支援金の医療保険料からの徴収中止や制度見直しを要

請し、各地から制度の不合理を指摘する声が上がった。国は国会決定通り進めると回答。中

央社保協は現場の声の反映を求め、署名は千葉で385筆に達した。 

 

５．医師・看護師・保健師を増やし、地域医療を守り、公衆衛生の拡充を 

26年2月2日、東千葉メディカルセンターの深刻な財政難を受け、県社保協と山武地域社保

協は医師・看護師確保や財政支援を要請。地域唯一の救命救急センターだが重症受け入れは

3～4割にとどまり、専門医不在が制約となっているとして、県立病院並みの人員確保を求め

た。 

６．必要な人に必要な支援をすることこそ真の平等～障害者施策の充実を 

12月1日、障害者の生活と権利を守る千葉県連絡協議会（代表：天海正克氏）と千葉県社保

協が共同して取り組んだ「障害者総合支援法7条の適切な運用を求める請願書」13,562筆を県

議会に提出したが、不採択に。 

天海訴訟は、65歳で介護保険への移行を拒んだ天海さんが障害福祉サービス打ち切りを受け

提訴した事件。地裁は敗訴、高裁は逆転勝訴したが、最高裁は差し戻し。東京高裁で裁量権逸

脱や人権侵害の有無が再審理され、公正な判断と支援継続が求められている。 
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７.公立小中学校などの給食の完全無償化の実施を求める取り組み 

憲法26条の理念のもと、県内では市民団体の働きかけやキャラバンでの重点課題として取り

組んだ結果、学校給食無償化が広がり、県も2023年から第3子無償化を開始。2026年4月の国

の負担軽減措置も相まって小学校では県内54自治体中53自治体が完全無償化（１市一部保護者

負担有り）となり、中学校でも無償化が拡大し、29自治体が小中完全無償化へ前進。今後は無

償化のさらなる拡充と、有機食材活用など質の高い学校給食の実現が課題。 

 

８.マクロ経済スライド廃止、物価上昇を上回る年金引き上げを 

2025年改定法成立でマクロ経済スライドによる年金抑制が続き、物価上昇に追いつかず実

質的な年金減額が進行。2026年度も基礎・厚生年金はいずれも実質減となり、⾧期的にも基

礎年金は物価に比べ約1割目減りしている。こうした中、全日本年金者組合などが8万5,646

筆の署名を国会に提出し、千葉県からも9名が参加した。 

 

９.権利としての生活保護制度実現を求める取り組み 

26年3月25日、千葉県で闘われている生活保護基準引き下げ違憲訴訟の控訴審判決があり

東京高裁は原告勝訴の判決に。 

 

署名集約（取り組んだ署名を記入ください） 

① 介護保険制度の抜本改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名・（ ２０，４２１筆） 

② 健康保険証の復活を求める請願署名・・・・・・・・・・・・・・・（    １３３筆） 

③ 国の制度として１８歳までの医療費窓口負担を無料に請願署名・ ・（      ０筆） 

④ その他（障害者総合支援法7条の適切な運用を求める請願署名）  （ １３，５６２筆） 

⑤ その他（                 ）         （       筆） 

２０２５年度内に結成した地域社保協 ※再開 

再開年月日(2026年2月23日) 名称(社会保障推進市川市協議会) 

結成予定の地域社保協  なし 
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2023 4 2024 8
2025 9 19

2025 17
2026 7

1 3 5
2026 3 27

620
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17 10

24 6 2

172



20 2222
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《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》別紙① 

 

    組織名／団体・地域 （ 東京社保協 ） 記入者（ 森千恵子 ） 
 

各団体のこの一年間の取り組みの特徴（医療、介護、福祉、年金、教育、子育て、生活保護など社会保

障改善の取り組み、保険証復活のたたかい、自治体キャラバンの特徴、その他） 

 

① 国保改善運動（東商連の協力による国保加入者アンケート・特別区⾧会との懇談） 

② 介護保険抜本改善運動 

③ 生存権裁判支援 

④ 学習活動 

⑤ 地域社保協活動交流の強化（地域社保協交流集会・社保協ニュース） 

⑥ 高齢期運動連絡会との共闘（広域連合への申し入れ・傍聴・公共交通問題で学習会・都議

会議員要請） 

など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

署名集約（取り組んだ署名を記入ください）（別紙参照） 

① 介護保険制度の抜本改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名・（       筆） 

② 健康保険証の復活を求める請願署名・・・・・・・・・・・・・・・（       筆） 

③ 国の制度として１８歳までの医療費窓口負担を無料に請願署名・・（       筆） 

④ その他（                 ）        （       筆） 

⑤ その他（                 ）        （       筆） 

２０２５年度内に結成した地域社保協 

結成年月日(        ) 名称(              ) 

再建予定の地域社保協 

再建予定日(9月)  名称(豊島区社保協 )※プレ企画で6月26日寺尾先生を講師に学習会を予定 
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《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》別紙① 

 

    組織名／団体・地域 （神奈川県社保協） 記入者（根本 隆） 
 
＜この一年間の取り組みの特徴＞ 

＜以下の要求と運動が大きく前進した＞ 

私たちの要求にもとづく運動の着実な前進が生まれており、「声をあげれば変えられる」こ

の間のたたかいに確信を深めましょう。私たちの2025年度の一年間の取り組みをとおして、以

下の点が前進面、教訓として浮かび上がっています。  

①昨年6月、生活保護基準引き下げ違憲訴訟の最高裁判決で原告勝訴の統一判断が示され、国

の支給を巡り新たなたたかいが始まりました。2月6日、神奈川生存権裁判の高裁判決が言い

渡され、最高裁判決の通り、国側の控訴を退けて原告側の勝訴判決がだされました。  

②マイナ保険証の一元化に対し、「なくすな！保険証神奈川連絡会」をつくり、従来の保険証

の存続を求める運動をすすめてきました。神奈川県後期高齢者広域連合は、全国で唯一、2

年有効期限となる「資格確認書」を発行するという成果を勝ち取ることができました。  

③市町村国保、後期高齢者医療広域聯合との懇談をすすめました。子ども子育て支援金の医療

保険料への賦課に対して、神奈川県と市町村、後期高齢者広域連合が連名で、国に対して「

保険料の実質負担軽減」を求める要望書を出しました。この動きも全国で唯一です。  

④横浜市、川崎市、相模原市で子ども医療費の無償化が前進し、神奈川県内の全市町村で18歳

までの子ども医療費の完全無償化が実現しました。  

⑤神奈川県が都道府県としては全国で3番目となる「高齢者難聴者補聴器装用推進事業」を開

始し、県内の全市町村で補聴器助成運動が実現できる展望が生まれています。  

⑥神奈川民医連は、全日本民医連の「地域住民の医療を受ける権利を保障するために医療機関

存続への支援を求める請願署名」を4万筆目標で取り組み、県内の諸団体の大きな協力によ

って6万を超える署名を集めました。  

⑦国民の命やくらしが脅かされる情勢のもと、日本全国で、「イラン攻撃やめろ」、「戦争やめ

ろ」、「9条改憲やめろ」の声と運動が広がっています。19日を中心とした首相官邸前行動に

は、数万人の方がかけつけ、神奈川でも桜木町駅前広場など県内各地で「戦争やめろ」、「9

条改憲やめろ」の声が広がり、これまでこうした行動に参加したことのなかった若者や女性

が参加しています。5.3かながわ県民のつどい（憲法集会）には570人参加し、同日開催の中

央の憲法集会には5万人以上が参加しました。核兵器廃絶を求める国民平和行進は、5月7日

から19日の13日間、神奈川県内の全市町村・区地域で行進し、昨年を大きく上回る参加を実

現しました。  

 

＜運動をすすめる上での反省点も生まれた＞ 

しかし一方で、運動が立ち遅れるという反省点も生まれています。  

①2024年に「子ども・子育て支援法改正案」の成立に際し、神奈川県社保協は、常幹・幹事合

同会議名でという声明を出しましたが、声明を国会議員に配布・要請した程度で、具体的な

運動はしませんでした。一方、京都社保協は「子ども・子育て支援法」が成立後、個人署名
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に取り組みました。京都社保協個人署名を神奈川の建設労連は取り組みましたが、神奈川社

保協が取り組んだのは今年に入ってからでした。子ども・子育て支援金制度は、医療保険の

目的外使用であり、制度目的の重大な逸脱である点から、京都社保協のように機敏に運動を

開始すべきでした。  

②「薬の保険はずし」などの「改定健康保険法」が成立しました。今後、対象品目の拡大、保

険はずしの割合の拡大、薬以外の医療行為への保険はずしの拡大などが狙われており、国民

皆保険制度の根幹を揺るがす悪質な法改正です。にもかかわらず、国会ではまともな審議が

ないまま、短期間で成立されてしまいました。県社保協では、1月に幹事会で学習会を開催

し、署名運動や宣伝行動を開始したのは2月からです。国会で圧倒的多数の高市政権与党と

一部野党が協力する政治のもとで、運動が間に合わないという事態が出現しています。「社

会保障」と「社会保険制度」の改悪を許さない運動の抜本的強化が必要になっています。  

 

＜国保・介護・後期高齢者医療制度の改善に向けた学習活動を広げた＞ 

国保、介護、後期高齢者医療などの社会保障の課題や消費税にについて、全県で旺盛な学習会活

動が行われました。県社保起協には、地域社保協、県・地域の母親大会、神奈川土建パートナーの

会、年金者組合支部などの各団体や地域から、介護保険制度、国民健康保険制度、、後期高齢者医

療制度などでの「学習会」の要請がされ、対応することができました。 

4 月 22 日、「社会保障と社会保険制度の基本を学ぶ」として、伊藤周平氏（鹿児島大学法文学部

教授）を講師にお呼びし、神奈川社会保障学校を開催しました。はじめて土日ではなく、ウイーク

デー昼間に開催したにもかかわらず、会場 64 人、オンライン 10 カ所の参加でした。神奈川社会

保障学校は、2021 年 4 月開催以降、中断しており、久しぶりの開催でした（2023 年は分野別の社

会保障学校を連続開催しました）。 

県社保協主催では、11 月 15 日に「2025 全県国保改善交流集会」、12 月 15 日に「介護保険のい

まと未来を考えるつどい」を開催しました。 

かながわ高齢期のつどい in 藤沢は、2 月 6 日に暉峻淑子さんをお呼びし、会場いっぱいの 414

人の参加を実現しました。5 月 17 日には、消費税ネット（消費税を含む税のあり方を考えるネッ

トワーク）主催で、経済ジャーナリストの荻原博子さんをお呼びし、「高市政権でくらしはどうな

る？」をテーマにした市民公開学習会を、会場いっぱいの 150 人が参加して開催しました。 

主な学習会の参加一覧。 

月 日 名 称 講演者 参加人数等 

6 月 14 日 2025 年度総会 
吉中 季子 氏（県立保

健福祉大学准教授）  

22 団体 45 人参加、 

オンライン参加 7 カ所 

9 月 20 日 
中央社会保障学校 

in 佐賀 

井口 克郎 氏（神戸大

学准教授）他 

神奈川から 15 人参加、 

うちオンライン 13 人 

11 月 11 日 ～

12 日 

日本高齢者大会 in 

さいたま大宮 

芝田 英昭 氏（元立教

大学教授）他 
神奈川から 174 人参加 

11 月 15 日 
2025 全県国保改善交

流集会 

神田 敏史 氏（神奈川

自治労連） 

会場参加 36 人、オン 

ライン視聴参加 8 ケ所 
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12 月 15 日 
介護保険のいまと未

来を考えるつどい 

林 泰則 氏（全日本民

医連事務局次長）  

会場参加 23 人、オンライ 

ン参加 8 ケ所 

2 月 6 日 
かながわ高齢期のつ

どい in 藤沢 

暉峻 淑子 氏 

（埼玉大学名誉教授） 
会場 414 人参加 

4 月 22 日 
かながわ社会保障学

校 

伊藤 周平 氏（鹿児島

大学法文学部教授）  

会場参加 64 人、オンライン視

聴参加 10 カ所 

5 月 17 日 
 
消費税ネット学習会  

荻原 博子 氏（経済ジ

ャーナリスト） 
会場 150 人超参加 

 

 

２０２５年度内に結成した地域社保協 

なし 

結成予定の地域社保協 

いまのところ予定なし 
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《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》別紙① 

 

    組織名／団体・地域 （  ） 記入者（  ） 
 

各団体のこの一年間の取り組みの特徴（医療、介護、福祉、年金、教育、子育て、生活保護など社会保

障改善の取り組み、保険証復活のたたかい、自治体キャラバンの特徴、その他） 

 

 

 

署名集約（取り組んだ署名を記入ください） 

① 介護保険制度の抜本改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名・（       筆） 

② 健康保険証の復活を求める請願署名・・・・・・・・・・・・・・・（       筆） 

③ 国の制度として１８歳までの医療費窓口負担を無料に請願署名・・（       筆） 

④ その他（                 ）        （       筆） 

⑤ その他（                 ）        （       筆） 

２０２５年度内に結成した地域社保協 

結成年月日(        ) 名称(              ) 

結成予定の地域社保協 

結成予定日(        )  名称(               ) 

  

179



180



181



182



183



184



185



186



187



188



189



190



191



《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》別紙① 

 

    組織名／団体・地域 （ 新潟県社会保障推進協議会 ） 記入者（  坂下 弘   ） 

この一年間の取り組みの特徴 

① 新潟県の地域医療を守る取り組み 

• 「地域医療を守る新潟県実行委員会」として、新潟労災病院の閉院、県立松代病院の診療所化

など、早急な対応が求められている地域の自治体を訪問して要望を聞く訪問行動を行った。 

• 2026年4月14日政府要請行動を実施して「地域医療体制の充実、医師確保を求める要望書」

を提出した。魚沼市、十日町市の市議も参加して各省の実務担当者に新潟で起こっている

困難な実態を伝え改善を要望した。その後、県選出の国会議員を訪問、支援を要請した。 

• 民医連で取り組まれた「地域医療の崩壊をくい止めるための緊急行動」と連携して、加盟

団体の機関紙に要請チラシと署名用紙を折り込んでもらい、署名集約に協力した。 

• 市町村議会に「診療報酬の期中改定及び緊急財政支援措置等を求める意見書」採択請願行

動を行い、新潟市、妙高市で採択された。 

 

② 国民皆保険制度を破壊する保険証の廃止撤回を求める取り組み 

新潟県内のマイナ保険証利用率では 2025 年 12 月時点で 44.8％に留まっており、半数以

上の方が従来の健康保険証で受診しているのが現状となっている。加盟団他に広く署名への

協力を呼びかけるとともに、他団体と協力しての街頭宣伝行動で、保険証の廃止撤回、従来

の健康保険証を使い続けられるようにすることを訴えた。 

 

③ 高額療養費の自己負担上限引き上げを許さない取り組み 

• 高額療養費の負担増撤回を求めて、厚労省「国民の皆様の声」募集への意見集中を広く呼

び掛けて、県社保協に参加する多くの団体から協力してもらった。 

• 新潟県に対して、秋の要請行動で「高額療養費制度の負担上限額引き上げ等の制度見直し

は白紙撤回するように国へ申し入れること」を強く要請しました。 

 

④ OTC類似薬の保険適用除外に反対する取り組み 

• 民医連のすすめる「ファーマウェーブ」運動とも連携して、OTC類似薬の保険適用除外を

実施しないように国に働きかける取り組みを行った。 

• 4月6日 OTC類似薬の追加負担を含む「健康保険法改正案」を徹底審議で廃案を求める緊急

WEB集会への積極的な参加を呼びかけた。 

 

⑤ 国民健康保険改善の取り組み 

秋の要請行動で以下の項目を新潟県に要請した。 

• 国は保険料水準統一を方針としていますが、県内市町村の意向に沿わない保険料の統一は

行わない様にすること。 

• 市町村が国保料（税）の引き下げができるように県独自の支援を行うこと。 

• 保険料（税）を払えない被保険者には、「特別な事情」があるとの申し入れがあった場合、

1年間は生活実態把握に努め、納付相談、生活相談などの対応を行うこと。 
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上記に対して、県は「国民健康保険制度を安定的に運営するためには、制度設計者である

国が検討し、必要な対応をすべき」との回答だった。 

 

⑥ 後期高齢者医療の改善を求める取り組み 

• 秋の県要請行動で、窓口2割負担の配慮措置が終了したことから負担はさらに増加しており

、医療費窓口負担2割化を中止するように国に求めること要望した。 

• 昨年民医連で実施した「75歳以上の医療費窓口負担アンケート」で75％の方が「負担が重

い」と回答しており、生活を切り詰めている実態が明らかになった。この現状を多くの人

に知ってもらうため、新潟県庁で記者会見を開きアンケート結果を広く公表した。 

 

⑦ 介護保険改善の取り組み 

• 新潟県に対して、①訪問介護の基本報酬の引下げを撤回し介護報酬全体の大幅な底上げを

図る再改定を至急行うこと、②必要なときに必要な介護が保障されるように、介護保険財

政に対する国庫負担の割合を大幅に引き上げること、③要介護1・2の生活援助等サービス

を市区町村の「総合事業」に移行して、所得基準額を引き下げて利用料を2割負担にするこ

とをやめること、を政府に強く求めるように要請した。 

• 民医連のすすめる「介護ウェーブ」運動をともに進め、県内全介護事業所に対して、介護

改善の訴え、今後政府が狙う介護保険改悪を明らかにするための取り組みを行った。 

 

⑧ 社会保障学習の推進 

5月18日（日）新潟ユニゾンプラザを会場に佛教大学社会福祉学部教授の岡﨑祐司先生を

お招きして社会保障学習講演会として「『いのち』と『くらし』の危機と社会保障の再建－

戦争する国づくりに対応するとき－」をテーマにご講演いただいた。対面とオンライン合わ

せて約70名が参加した。 

 

⑨ 自治体キャラバンの再開 

再開に向けて運営委員会で検討を行ってきたが、2025年度からの再開はできなかった。 

県内各自治体の実情、意見、困っていることなどを訪問して聞き取ることを重視して、来年

度の再開を目指し準備を進めることにした。 

 

署名集約（取り組んだ署名を記入ください） 

① 介護保険制度の抜本改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名・（ 3,842 筆） 

② 健康保険証の復活を求める請願署名・・・・・・・・・・・・・・・（ 1948 筆） 

③ 国の制度として１８歳までの医療費窓口負担を無料に請願署名・・（ 1,161 筆） 

④ その他（ ストップ患者負担請願署名、薬の追加負担はやめてください ）・・（ 1,567筆 ） 

⑤ その他（ 75歳以上医療費窓口負担2割化の中止を求める請願署名 ）・・ （ 2,192 筆） 

２０２５年度内に結成した地域社保協 

結成年月日(  無し  ) 名称(              ) 

結成予定の地域社保協 

結成予定日(  無し  )  名称(               ) 
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《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》別紙① 

 

    組織名／団体・地域 （岐阜県社会保障推進協議会/岐阜民医連） 記入者（ 早川 國弘 ） 
 
１ 自治体キャラバン 

① 岐阜県内42市町村（21市21町村）に県社保協「社会保障制度等アンケート」送付（8/1）  

  ➡40市町村回答（21市19町村:白川町と白川村除く）、 

21市集計冊子2月完成、19町村集計冊子6月完成 

② 県内21市に県社保協「統一要請書」送付（8/1）、岐阜県に要請書提出(11/4) 

➡21市文書回答、岐阜県文書回答（12/10） 

③ 上記の「アンケート及要請書回答」と独自要請書を基に、県及び21市10町に懇談申し入れ

 ➡21自治体【県,19市(本巣市・関市除く),7町(西濃の揖斐川町と関ヶ原町除く)】と懇談  

   ※懇談にむけ「事前学習会」を開催：県、20市（大垣市除く） 

 

２ 2026年度までに前進した運動の成果 

① 岐阜県が文書で回答 

② 岐阜県内でほぼ18歳までの子ども医療費助成 

2026年度～美濃市が外来分も助成対象、白川村が高校生世代助成対象に拡大 

※残るのは、美濃加茂市の16歳～18歳年度末までの通院費が助成対象外 

③ 補聴器助成制度（2026年度～羽島市と可児市が増えて）12町村/42市町村  

7市/21市：飛騨市、海津市、高山市（上限5万円）、関市、瑞穂市、可児市、羽島市 

   5町村/21町村：輪之内町、白川村（上限5万円）、岐南町、安八町、神戸町、 

  ※助成上限額は、高山市と白川村以外は、4万円。 

 

３ 地域社保協間の交流 

  2026年5/12 美濃市社保協（野津牧会⾧）の呼びかけで中濃地域5市の交流会を初めて開催 

 美濃市社保協5人、関市の社会保障をよくする会6人、可児社保協2人、郡上市社保協2人、準

備会（美濃加茂市）3人、県社保協2人、合計20人で活動状況交流 

署名集約（取り組んだ署名を記入ください） 

① 介護保険制度の抜本改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名・（  ２，５５７筆） 

② 健康保険証の復活を求める請願署名・・・・・・・・・・・・・・・（    ４１９筆） 

③ 国の制度として１８歳までの医療費窓口負担を無料に請願署名・・（        筆） 

④ その他（ 新 憲法署名           ）        （    ３５５筆） 

⑤ その他（ ストップ!薬の追加負担やめてください ）        （  ８３７筆） 

★２０２５年度内に結成した地域社保協 結成年月日(2025年9月28日) 名称(下呂市社保協) 

結成年月日(2025年10月11日)名称(山県市社保協)、結成年月日(2026年1月17日)名称(飛騨市社保協) 

結成予定の地域社保協 

結成予定日(        )  名称(               ) 
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197



198



199



署名集約（取り組んだ署名を記入ください） ※ 現在集約中（途中経過） 

① 介護保険制度の抜本改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名・（ 10622 筆） 

② 健康保険証の復活を求める請願署名・・・・・・・・・・・・・・・（ 89914 筆） 

③ 国の制度として１８歳までの医療費窓口負担を無料に請願署名・・ （ 筆） 

④ その他（ 地域医療守る署名  ）               （ 24156筆） 

⑤ その他（                 ）        （       筆） 

２０２５年度内に結成した地域社保協 

結成年月日(        ) 名称(              ) 

結成予定の地域社保協 

結成予定日( 6月6日   )  名称( 名古屋北社保協準備会    ) 
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《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》別紙① 

 

    組織名／団体・地域 （ 滋賀県社会保障推進協議会 ） 記入者（  田村 誠   ） 
 

各団体のこの一年間の取り組みの特徴（医療、介護、福祉、年金、教育、子育て、生活保護など社会保

障改善の取り組み、保険証復活のたたかい、自治体キャラバンの特徴、その他） 

 

毎月、幹事会を開催。各加盟団体の取組み、その時の課題等を共有し、意見交換を行う。 

自治体キャラバンでは、県民要求実行委員会に加盟し、要請書に県社保協も名前を連ねる。自

治体キャラバンでは、社会保障分野等の補足などを実施。年に1度の学習会は、ここ数年、提

案型の学習会を企画。自治体職員にも参加していただける内容に取り組む。自治体キャラバン

時に提案型学習会のチラシを配布し、自治体職員に直接、参加を促す。 

今年度は、「訪問介護事業所支援に取り組む自治体の経験！」と題し、新潟県村上市の市⾧よ

り支援に至る経過のビデオメッセージをいただき、その後、村上市職員に現場での詳細なお話

をいただく。 

認知症なんでも無料電話相談は、毎年、認知症の人と家族の会・滋賀県本部と滋賀民医連とで

共同で開催。この間、チラシの配布や告知方法について課題を残し、全県において認知しても

らう手段について試行錯誤を繰り返しています。 

国保問題においては、なんとしても一元化を阻止すべく、国保アンケートの回答で、何らか一

元化に対して困惑している自治体に働きかけ、1つの市町でも一元化に異議を唱えていただく

よう、市町議員と自治体職員と懇談を進める予定。 

 

 

 

 

署名集約（取り組んだ署名を記入ください） 県社保協では独自に署名等は集めていません。 

① 介護保険制度の抜本改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名・（       筆） 

② 健康保険証の復活を求める請願署名・・・・・・・・・・・・・・・（       筆） 

③ 国の制度として１８歳までの医療費窓口負担を無料に請願署名・・（       筆） 

④ その他（                 ）        （       筆） 

⑤ その他（                 ）        （       筆） 

２０２５年度内に結成した地域社保協  無し 

結成年月日(        ) 名称(              ) 

結成予定の地域社保協  無し 

結成予定日(        )  名称(               ) 
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《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》別紙① 

 

    組織名／団体・地域 （京都社会保障推進協議会） 記入者（松本隆浩） 
 

各団体のこの一年間の取り組みの特徴（医療、介護、福祉、年金、教育、子育て、生活保護など社会保

障改善の取り組み、保険証復活のたたかい、自治体キャラバンの特徴、その他） 

 今年度の大きな取り組みの一つは、2026年4月5日の京都府知事選挙でした。この府知事選
挙に京都社保協副議⾧の藤井伸生さんが立候補しました。私たちは、保育・福祉の会に結集し
、府政の転換をめざしましたが、実現できませんでした。しかし、「ケアを府政の真ん中に」「
社会保障の充実を」という藤井さんの訴えは、多くの府民の心を捉えました。 
 

1 2025 年度自治体キャラバンについて 

・11 月 6 日～1 月 30 日（2024 年：10 月 3 日から 12 月 25 日） 

・府内 26 市町村訪問 ＊10 年ぶりの全市町村訪問 

・のべ参加者 203 人（2024 年 163 人） 

・陳情書提出：マイナ保険証廃止（社保協）、11 万床削減反対、介護（社保協）、ＯＴＣ(社保協）、

補聴器（すすめる会）保育士増員（京保連）、介護･障害（福保労）、夜勤制限（医労連） 

・議会での趣旨説明：⾧岡京市、亀岡市 

・ケア労働者の処遇改善施策や補聴器助成などが推進 

・南丹市（7 月 11 日結成予定）など、地域社保協の結成にむけた契機ともなっている 

・2026 年度は、他の市町村との比較をわかりやすく伝え（たとえば補聴器など）、わかりやすく、図式化し

た資料も持参する。調査資料は、社保協のｈｐにアップする。 

2 保険証廃止反対の取り組み 

・署名は 21,400 筆集約。宣伝･学習会などに取り組んだ。⾧岡京市･向日市･精華町で意見書採択 

3 権利としての介護保障をもとめる取り組み 

・署名 加盟団体に配布･取り組み、民医連 14,000 筆超、福保労 1,076 筆など全体で約 20,000 の署名を集

約した。また、府内の介護団体に署名の取り組み要請。学習会は、各団体・地域で実施。介護パンフ活用 500

部以上活用した。 

4 高すぎる国保を引き下げる取り組み 

・国保料･税問題について学習会や宣伝実施 
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・京都府への要請署名などに取り組み、国保料引き下げの要請を行った。 

5 権利としての医療を求める取り組み 

・地域医療構想、新しい地域医療構想などが進められる中で、京都府への申し入れと各地の運動を支えて奮

闘してきた。 

・医療危機突破の取り組みでは、「京都の医療を守る会」を結成し、学習会の推進、宣伝・署名に取り組ん

できた。京都民医連が医療支援求める署名を 33,000 筆超える集約。医労連が府内病院・老健を訪問。 

・京都市立病院、京都市立京北病院、京都市立桃陽病院の統廃合問題に当該組合・地域住民・医療福祉関係

団体などと取り組みを進めてきた。 

・美山診療所存続拡充、洛西ニュータウン病院守る取り組み、新町病院廃止反対の取り組みの一翼を担って

きた。 

・2025 年 11 月に、京都社保協や地域社保協など 26 人が参加し、丹後・舞鶴地域医療実態調査を実施。住

民アンケート 1,000 人分集約、行政 4･病院 8･消防 2･医師会 2 を訪問し、丹後と舞鶴の医療を守る運動に発

展させてきている。 

・歯科保険医協会を中心に取り組んでいる「保険で良い歯科医療」の市民講演会、署名の取り組みに参加し

た。 

・新型コロナによる「留め置き死」の実態を明らかにするアンケート・調査の事務局として取り組みを進め

ている。 

6 京都社保協 70 周年記念事業 

・2026 年 5 月 30 日(土)、約 80 人の参加で開催。後藤道夫先生の記念講演、京都社保協 70 年の歩み、団

体・地域の取り組み交流、文化企画に取り組んだ。 

7  府内の何でも相談会・食糧支援プロジェクト 

・府内約 10 ヶ所で行われる食プロの取り組みを共有してきた。地域の京都府要請などの中で、京都府の食

プロ事業支援制度が昨年からスタートし、さらに今年度は拡大させてきた。 

8 社会保障（25 条）月 1 回の定例宣伝 

・府内の地域社保協も定例宣伝に取り組み、社会保障・社会福祉拡充の取り組みを続けている。 

9 イラン戦争反対、ナフサ不足問題 

・運営委員会の議論の中で、さまざまな分野・職場で問題が起こっていることから京都総評などと京都府に

6 月 10 日に、戦争を止めること、ナフサ対策、処遇改善・最賃引上げなどの京都府要請を行った。 

10 こどもの権利を守る取り組み 

・こども部会を軸に取り組み、「夢見る小学校」の上映会、不登校問題の教育委員会要請などに取り組んで

きた。また、子ども医療費無料化を国と自治体に求める京都ネットワーク 

の奮闘もあり、2027 年 4 月から 京都府中学校卒業まで外来医療費無料の制度改善を京都府が行うことに

なった。 

・「子どもの今と未来を考える―京都市に子どもの権利条例を―ネットワーク」、より良い保育を求める取り

組み、福保労京都市不当労働行為控訴審と福保労損害賠償再控訴審の支援も行なってきた。 

・子ども子育て支援金反対の運動に取り組み、学習会、宣伝、署名運動に取り組み、中央社保協・全国の仲
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間とともに国に要請行動を行った。 

11 高齢期運動・最低保障年金制度の確立求める取り組み 

・最低保障年金求める裁判闘争の宣伝、裁判傍聴、「年金一揆」などの取り組んできた。 

・補聴器への公的助成を求める会事務局として宣伝、学習会開催などに取り組んできた。現在、京丹後市、

精華町、京田辺市、大山崎町に加えて、京都市、福知山市、亀岡市での制度化が始まる。 

・府民の交通権を守る、敬老乗車証守る取り組み、市バス値上げ反対の宣伝、学習会に取り組んできた。 

・高運連の取り組み、京都高齢者大会の取り組みなどを支援してきた。 

・京都市上京区の後期高齢者調査に取り組み、その実態をまとめ、広域連合議会に後期高齢者医療保険料引

き下げなどの要請を行ってきた。 

12 権利としての生活保護求める取り組み 

・新・生存権裁判支援する会事務局として裁判支援、学習会宣伝、署名の取り組みを進めてきた。 

13 応益負担反対・障害者自立支援法訴訟・障害者福祉の充実を求める取り組み 

・きょうされん･京障連の取り組みなどを広げ、署名や学習会の取り組み、参加支援を行ってきた。 

14 平和と民主主義、府民の生活を守る取り組み 

・京都市都市計画マスタープランはじめ、各種パブコメの提出要請や、PFAS の実態暴露、学習会などの宣

伝、京都市民税減免制度問題、ウクライナ･ガザ･ベネゼエラ･イランなど平和の課題などにも、他の団体と

ともに取り組みを進めてきた。 

15 その他 

・財団法人勤労者学園の取り組んだ「社会保障アンケート」の内容な集約の支援をしてきた。現在、アンケ

ートがまとまり、社保協としての評価を検討している。 
 

署名集約（取り組んだ署名を記入ください） 

① 介護保険制度の抜本改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名・（約20,000筆） 

② 健康保険証の復活を求める請願署名・・・・・・・・・・・・・・・（21,400筆） 

③ 国の制度として１８歳までの医療費窓口負担を無料に請願署名・・（       筆） 

④ その他（病床削減反対署名         ）        （ 1,695筆） 

⑤ その他（こども子育て支援金反対署名    ）        （ 4,863筆） 

２０２５年度内に結成した地域社保協 

結成年月日(        ) 名称(              ) 

結成予定の地域社保協 

結成予定日(7月11日)  名称(南丹市社会保障推進協議会) 
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《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》別紙① 

 

    組織名／団体・地域 （大阪社保協） 記入者（事務局⾧ 寺内順子） 
 

この一年間の取り組みについて(第３６回総会議案書より) 

1991 年以来 35 年間大阪社保協活動で様々な活動をしてきましたが、そのなかでも最も重要で大切に

してきたものは、地域社保協づくりと自治体キャラバン、言い換えれば草の根の住民運動と地方自治の実

現です。自治体キャラバン行動はいまや全国の社保協が普通に使っている言葉ですが、最初にはじめた

のは大阪社保協です。1991 年に始めた取り組みで、この「キャラバン」という名前も大阪社保協事務局で

検討して名づけました。それから 35 年間、コロナの中でも休まず継続して続けてきました。現在地域社保

協は 53 あり、休止しているところもありますが、今年 1 月守口社保協が再建するなど画期的な動きもでて

います。 

 

地域社保協は大阪社保協の宝物。大阪社保協初代会長の平井正也先生の言葉「地域社保協は存在

こそに意味がある。休んでいてもいい。ことが起きればきっと立ち上がる」を大切にして。 

松原市・藤井寺市・羽曳野市・富田林市・河内長野市・大阪狭山市・河南町に社保協があり、空白地域

は河南町と 千早赤阪村だけです。2 か月に一回のペースでブロック会議が 6 回開催され、6 月 14 日に

は「南河内のまちづくり学習交流会」が開催され、佛教大学・長友准教授の記念講演と各地域の取り組み

交流が行われました。また 11 月  日には河南ブロックで独自宣伝も実施されました。

北区・都島区・中央区・港区・西淀川区・生 野区・城東区・鶴見区・住之江区・住吉区・西成区・大正

区・天王寺区の各社保協が活動をしており、東住吉区・平野区・旭区・此 花 区・東淀川区・東成区が休

止、空白は福島区・西区・浪速 区・淀川区・東成区・阿倍野区ですが、2023 年度以降の 24 区キャラバン

では全区で懇談ができ、さらにとの区役所キャラバンにも多数の地域の住民のみなさんが参加していま

す。ブロック会議は数カ月に一度開催されています。

豊中市・池田市・箕面市・吹田市・摂津市・茨木市・高槻市・島本町の各社保協が活動をしており、空白

地域は豊能町・能勢町のみです。ブロック会議は開催できていませんが、ブロックでのキャラバン行動事

前学習会および各社保協での学習と打ちあわせ会議もしっかりとされておられ、また独自要望書提出・懇

談をしている社保協もあります。 

寝屋川市・枚方市・大東市・交野市が活発に活動をされており、休止していた守口市が 2026 年 1 月に

再建されました。門真市・四条畷市は休止中です。ブロック会議は開催できていませんが、ブロックでのキ
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ャラバン行動事前学習会および各社保協での学習と打ちあわせ会議もしっかりとされておられ、また独自

要望書提出・懇談をしている社保協もあります。 

堺社保協は独自に活発な活動を展開しています。 

和泉市・岸和田市・泉大津市・高石市・泉佐野市・泉南市・熊取町の各社保協が活動をされており、休

止しているのは忠岡町・貝塚市、空白は阪南市・岬町です。ブロック会議は開催できていませんが、ブロッ

クでのキャラバン行動事前学習会および各社保協での学習と打ちあわせ会議もしっかりとされておられ、

また独自要望書提出・懇談をしている社保協もあります。 

 

要望項目①職員問題②こども・ひとり親等貧困対策・子育て支援③医療・公衆衛生④国民健康保

険⑤特定検診・がん検診・歯科検診・乳児検診⑥介護保険・高齢者施策⑦障がい者６５歳問題・

重度障害者医療⑧生活保護⑨防災)  

実施期間 ２０２５年８月5日～3月26日まで、６９市区町村 延べ参加者数１０５７人 

・情報公開と独自アンケートによる客観的なデータ収集・分析 

・大切にしているのは、自治体との信頼関係 

・法令を徹底的に学び、自治体にコンプライアンス(法令遵守)を求める 

・自治体キャラバン行動から地域社保協の結成へ 

 

統一国保は大阪府と奈良県のみであり、次に突き進もうとしているのは滋賀県(2027 年度統一)、福島

県・大分県(2029)、北海道・埼玉県等(2030)。一方、現時点でも「納付金ベースの統一」さえ検討事項にも

入れていないのは茨城県・新潟県・石川県・京都府・鳥取県・島根県・岡山県・福岡県・宮崎県・沖縄県。

大阪府統一国保の問題点を厳しく告発することは全国の国保を統一化させないための大阪社保協のミッ

ション。 
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2018 年度(国保都道府県単位化スタート)～2026 年度のモデルケースごと統一国保料が以下の表で

す。モデルケースは①40 歳代夫婦＋中学生＋小学生の 4 人世帯②65-74 歳の夫婦③40 歳代母＋中

学生＋小学生の 3 人世帯 

維新議員の国保逃れが大変な問題となっています。地方議員も国会議員も加入する医療保険は国民

健康保険となります。地方議員の給与は条例に定められており、大阪市会議員の場合、普通議員であれ

ば年所得約 1200 万円となります。年所得 1200 万円の場合のモデルケースでの統一国保料計算は次の

表になります。 

全ケースが賦課限度額となりますが、注目していただきたいのは低所得世帯の国保料との比較です。

所得 200 万円の 6 倍の所得であっても、所得 300 万円の 4 倍の所得であっても保険料は 6 倍にも 4 倍

にもなりません。さらに 2026 年度①のケースであれば所得 50 万円世帯の国保料は年所得の 28.9%。100

万円は 22%、200 万円は 22.6%、300 万円は 21.9%となりますが、1200 万円の場合は 9%にしかなりませ

ん。つまり国保料は非常に逆進性があるわけですが、こともあろうに維新議員はこの国保料も高いとして、

実態のない法人の理事になり若干の報酬をもらったとして社会保険に加入し、ごくわずかな保険料を支払 

① ② ③ ① ② ③ ① ② ③

2026年度 80,225 41,680 60,400 144,321 78,287 113,839 220,121 141,287 187,079

2025年度 79,121 40,575 59,848 142,284 70,042 112,723 216,684 137,850 184,563

2024年度 80,850 41,492 61,171 145,474 78,030 115,316 222,074 141,430 189,276

2023年度 78,190 39,870 59,030 140,648 74,955 111,325 214,448 135,705 182,515

2022年度 73,001 37,250 55,125 131,364 70,042 104,051 200,614 126,892 170,821

2021年度 71,683 36,590 54,137 129,202 68,971 99,958 198,702 126,021 169,458

2020年度 74,583 37,922 56,252 148,785 83,161 118,234 220,785 179,783 190,234

2019年度 70,744 35,886 53,315 141,435 78,953 112,387 210,635 171,139 181,587

2018年度 65,915 33,785 49,850 131,942 74,447 105,167 196,892 161,582 170,117

所得０ 所得50万円 所得１００万
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っていたというのです。 

 

マイナンバーカードに健康保険証機能を紐づけるマイナ保険証が原則とされ、2025 年 12 月２日をもっ

て従来の健康保険証は廃止されました。大阪社保協は、2025 年度の自治体要望書で、「2025 年 10 月

の保険証切り替え時には後期高齢者医療制度と同様に被保険者全員に『資格確認証』を送付すること」

を盛り込み、８月からスタートしたキャラバンでも各自治体の対応を追及しました。府内ほとんどの市町村

が大阪府の指針に従うと回答しており、加入者全員への資格確認証を交付すると回答した自治体はあり

ませんでした。しかし、マイナ保険証を巡っては 2026 年１月以降も医療現場でのトラブルが続いていま

す。医療機関を対象とした調査では、マイナ保険証の利用率がいまだに 40％未満だとの医療機関が半

数を超え、依然として利用率が低いことを物語っています。マイナ保険証による資格確認でのトラブルも

約７割の医療機関で発生しています（全国保険医団体連合会 2025 年 10 月～12 月調査）。 

大阪社保協は 2025 年度には、後期高齢者医療証の切り替え直前の６月と国保保険証の切り替え直前の

10 月に京橋駅前で「従来の健康保険証を残してください」署名に取り組みました。全国の自治体で「現行

の健康保険証の存続を求める意見書」採択も広がっています。引き続き、従来の健康保険証の存続を求

め、またその間の資格確認でのトラブルに対応するよう、全ての方への資格確認証の発行を求めます。 

 

 

2024 年の介護報酬改定で基本報酬が引下げられた訪問介護について、報酬切り下げ撤回の自治体

議会意見書採択運動を取り組むため、2025 年 5 月 12 日に「訪問介護・国保 二つの自治体議会意見書

採択運動のための学習交流会」をオンライン併用で開催しました。その後、各地域での意見書採択運動

を呼びかけました。現時点では 8 市町議会（吹田市・摂津市・貝塚市・熊取町・門真市・泉大津市・池田

市・大阪狭山市）で意見者が採択されています。一方、茨木市、河内長野市では地域社保協が奮闘しま

したが否決となっています。 

 

 

232



 

中央社保協の提起する介護保険改善 4 項目署名を中心に、厚生労働省要請行動、署名提出・国会

議員要請行動などに参加してきました。 

 

第 9 期介護保険料は、大阪府内基準月額は加重平均で７，４８６円（全国一位）です。大阪市は 9,249

円（全国最高額）、守口市 2 位・門真市 3 位と大阪が上位独占しています。大阪市は「介護予防で保険

料を抑制する」として、やっと制度化した「補聴器助成」に介護予防ポイント事業等に参加していることを要

件とし区役所窓口で受付をしないなど不当な内容としています。大阪社保協は、大阪市をよくする会と共

同で、「介護保険料引下げ・補聴器購入費助成改善要望書」を提出し大阪市と交渉を行い、昨年に引き

続き 24 区役所門前宣伝を取り組んできました。 

門真市では、2025 年 5 月に「介護保険料引下げ実現実行委員会」を発足させ、学習会の開催、市へ

の要望提出などを取組み、6 月市議会で意見書採択が採択されました。守口市でも 2026 年 1 月に地域

社保協が再建されました。 

大阪社保協として年金者組合大阪府本部・大生連と共同して介護保険料対策会議を開催し不服審査

請求運動の継承・発展の取り組みを行いました。 

 

 2025 年 11 月１０日、中央社保協の全国一斉の「介護なんでも電話相談」の一環として大阪社保協でも

大阪民医連のケアマネジャーさんを相談員に配置し実施しました。 

 

６５歳問題では、２０２５年７月１７日・千葉市を相手に提訴している天海正克さんに対する最高裁第１小

法廷に関する判決があり、「高裁差し戻し判決」という結果になりました（千葉地裁敗訴・２０２１年５月１８

日、東京高裁逆転勝訴・２０２３年３月２４日）。 

最高裁判決には様々な問題点がありますが、一番重要な点は、総合支援法第７条について先行した

浅田訴訟（広島高裁岡山支部で勝訴・判決確定）において示された「介護保険優先原則ではなく複数サ

ービスの給付調整規定（二重給付の回避）」について、あくまでも介護保険優先として検証した判断を示さ

なかったことにあります。東京高裁での審理がいつ始まるかは未定ですが、引き続き裁判において公正な

判断が示されるよう働きかけをする必要があります。 

また自治体キャラバンにおいて引き続き取り上げ、事前アンケート・当日の懇談を行いました。２０２３年

６月に示された事務連絡に基づく対応が行われている自治体もありますが、独自の基準に合わせた対応

のところもあり、継続した働きかけが必要です 

 

社保協も加盟する「大阪医療問題連絡会」では、「大阪関西万博の医療・救護体制等についての質問

とご懇談のお願い」を 3 月 14 日に大阪府・市万博推進局、3 月 24 日に日本国際博覧会協会(万博協会)

に提出し、懇談の場を求めました。 

これに対して、万博協会は質問状は受け取りましたが「懇談はしない、」「文書で回答する」との対応で

した。4 月 28 日に回答が届きましたが具体的内容はほとんどわかりませんでした。 
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6 月 27 日大阪府と懇談しましたが「博覧会協会から毎日の報告も受けておらず把握していない」という

非常に無責任な回答に終始しました。8 月 19 日には大阪市と懇談しましたが、保健所・消防局の業務とし

て把握している数などは回答しましたが、毎日の報告は受けていないとして、全容を把握し住民に知らせ

る、あるいは知らせるように博覧会協会を指導するなどもせず、行政としての責任が問われるものでした。 

万博会場には診療所 3 か所、応急手当所 5 か所が設置されましたが、この数で対応が可能なのか、毎

日の患者の発生数や内容、重症者・中等症、搬送の内容はどうか等について、オームページはじめ情報

提供を万博協会にもとめましたが、開催期間中最後まで明らかにしませんでした。8 月 13 日の大阪メトロ

中央線運行停止の際、3 万人近く帰宅困難者になった時の状況についても、時間外であるということで当

日の救急搬送数に含めないなど、非常事態を引き起こした万博協会の対応は無責任なｍので、当日、会

場で留まらざるを得なかった人に午前 4 時まで給水対応がされなかった原因なども明らかにされませんで

した。前述した 8 月 19 日の大阪市との懇談の際に、その時の対応の総括も質しましたが、「報告は受けて

いない」「把握していない」と述べるのみで、具体的な対応計画も示されませんでした。 

また、熱中症疑いなどで体調不良になった子どもに 20 分で退室するように指示したなど〝20 分ルール

問題〟の経緯やその後の対応、70 床用意されているといわれたベッドの稼働状況も期間中は一切明らか

にされていないままでした。熱中症の後遺症の問題や、レジオネラ菌やヒアリが発見されたことなどの影響

がどうだったのか、そのようなことへの対応をどうするのか等も不明なままでした。メタンガス問題について

も、ガスの測定場所や結果も知らされず、安全表示をするだけでした。 

かたくなに患者数をはじめとする情報を明らかにしなかったことを含め、その隠蔽体質は、「命輝く」とは

真逆の対応で、大事故が起きなかったから良かったでは済まされないものでした。このような国家的イベン

トで、大阪府・大阪市からは公金も多額につぎ込まれているにもかかわらず最後まで無責任な対応の大

阪府・大阪市に対しては、万博を強行開催したことも含め、きちんとした総括と住民への責任ある報告が

求められます。 

今年度は万博への対応以外では、大阪府内の自治体における災害時の医療提供についてのアンケ

ート調査も実施しました。回答数は（   ）件でしたが、北河内医療圏では全ての自治体から回答があり、

回答をもとに懇談を要請しました。2 月現在、大東市のみが懇談に応じました。 

1 月 22 日に行われた大東市の懇談は約 1 時間にわたって意見交換しました。大東市は保健所・市・地

域との連携もつくりながら、災害医療や避難計画の具体化を危機管理室を中心に進んでいることを実感し

ました。 

大阪府が災害医療の独自予算をほとんど組んでいないもとで、こうした先進的な取り組みを進める市を

バックアップするために、大阪医療問題連絡会は、大阪府に対して広域行政としての役割を果たすよう今

回の懇談を反映していきたいと思います。 

①箕面市立病院 

・2025 年４月から指定管理（協和会病院）で運営。協和会病院に移行したスタッフは、５年間は身分保障

という約束だが、手当等が少なくっているとのこと。こうした中で医療の質を継続できるようにとスタッフは

がんばっています。箕面市は 390 床になり病床が増えると強調するが、合併によって 300 床あまりの吹

田の協和会病院が廃院になり、2 次医療圏の病床が減ることになります。ただ新病院建設は資材不足、

人手不足で遅れています。 

・社保協の自治体キャラバンでは、現在、非常勤職員を正規雇用に切り替えを進めている箕面市に対し

て「指定管理だからともう関係ない」でなく市として労働環境などをきちんと把握して、市職員と同等の対

応を求めることなどをお願いしました。 

②近畿大学医学部附属病院 

・大阪府の 8 つの医療圏の中で、最も高齢化と人口減少が進んでいる地域。近大病院は 2017 年秋に大
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阪狭山市から全面撤退し堺市への移転を表明。これを受けて「近大病院移転問題」を考える会を結成

し、各自治会・三師会等に近大病院が当初公表していた「28 科 300 床残せ」の要請と署名活動に取り

組みました。この年の 12 月大阪狭山市議会も、「28 科 300 床を残せ」の決議を全会派で採択。7 年間

に約 80 回を超える署名宣伝活動と、大阪府に 6 回、近大に 3 回の市民要望や署名を届け懇談。 

・近大病院移転により南河内医療圏では、三次救急・災害拠点病院がなくなります。2025 年 11 月 1 日に

近大病院は堺市への移転。移転後も「南河内の三次救急など引き受ける」と大阪府・大阪狭山市・近大

病院との三者協定書を締結しましたが、地形的に見ても搬送が困難なことは明白。南河内に三次救急

など地域医療を守るために「南河内の医療をよくする会」や「大阪医療問題連絡会」と連携して、引き続

き取り組みます（こうした取り組みの成果として、近大病院があった大阪狭山市は受診する際に 100 円

バスを運営開始）。 

③住吉市民病院の跡地問題 

・大阪市は 2025 年 12 月、2018 年に閉院した市立住吉市民病院の跡地で整備を進めている医療施設が

20227年5月に開業すると発表。名称は「大阪健康長寿医科学センター」で、認知症の研究所や病院、

介護老人保健施設の 3 施設からなり、認知症対策の先進的な拠点を目指すと報道されました。 

・一方で、小児・周産期の病床は確保されていません。午前の外来診療のみになった小児・周産期医療

の充実など市民の要望を届ける活動が継続されています。 

④藤井寺市民病院 

・「地域医療構想」を進める上で、毎回経営改善などが議論になっていたが、市民が市民病院の充実を求

める運動を進めている中、2023 年 8 月に突如「閉院」を決定。藤井寺社保協、「南河内の医療をよくす

る会」などが市民の切実な声を集め運動を進めましたが、2024 年 3 月に閉院。 

・閉院後は後継の病院はなし。行き場を失った患者も…。こうした状況の中、市民の切実な声を届ける活

動を現在も進めています。 

⑤岸和田市民病院 

・2024 年 3 月に令和 9 年（2027 年度）に岸和田市民病院を独立行政法人に移行するプランが決定され

ます。この動きに対して「岸和田市民病院の医療を充実させる会」を中心に独法化反対の運動を進め、

市民への情報発信、請願署名に取り組みました。 

・その後、独法化を進める市長の女性問題が発覚し、2 度の不信任決議で失職。2025 年 4 月の選挙で佐

野ひでとし新市長が誕生。新市長との対話を進める中で「令和 9 年の独法化移行は行わない」と明言し

ます。ただ、独法化を完全に撤回したわけではないので、「会」では市民に市民病院の必要性・役割を

知っもらい市民を巻き込んだ運動を引き続き展開しています。 

⑥泉大津市民病院 

・「地域医療構想」に基づき、2024 年に生長会府中病院との再編統合。高度急性期は生長会が指定管理

者を務める「泉大津急性期メディカルセンター」に。小児・周産期は「泉大津市立周産期小児医療セン

ター」に。地元社保協などは、引き続き市民の要望を届ける活動を現在も進めています。 

 

□4 月 13 日(日)年金者組合彦根支部・彦根民商「介護保険料学習会」(日下部) 

□5 月 9 日(金)門真市介護保険学習会(日下部) 

□5 月 11 日(日)岐阜県小規模型保育連絡会「子どもの貧困と保育園の役割」(寺内) 

□5 月 13 日(火)医療福祉生協おおさか中央エリア運営委員会「お元気ですか訪問スタート集会」(寺内) 

□5 月 27 日(火)佛教大学社会福祉学部「人権と福祉」(寺内＋シンママさん 2 人) 

□6 月 1 日(日)大阪私学教職員組合女性部「経済的困難や生きづらさを抱える生徒・保護者への支援」

(寺内) 

□6 月 6 日(金)社会福祉法人大阪聴覚障がい者福祉会法人研修「府民・国民の暮らしと権利としての社

会福祉を守るために」(寺内) 
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□6 月 8 日(日)箕面社保協「どうなるどうする医療が大変!地域医療を守る学習会」(田川) 

□6 月 25 日(水)龍谷大学農学部教授会人権問題研修会「学生・若者の貧困の実態と支援」(寺内) 

□6 月 28 日(土)岸和田社保協第 33 回総会「国保学習会」(寺内) 

□7 月 13 日(日)京都ヘルパー連絡会「介護保険 25 年 在宅介護を検証する」(日下部) 

□7 月 20 日(日)大阪視覚障がい者協議会「日本の憲法と社会保障」(寺内) 

□7 月 27 日(日)多治見社保協「訪問介護の危機、なぜ？どうして?」(日下部) 

□9 月 10 日(水)岸和田市介護者家族の会みずの輪「わかりやすい医療の話」(大阪府保険医協会) 

□9 月 11 日(水)暁光高校ホームルーム(寺内) 

□9 月 26 日(金)おおさか医療福祉生協中央エリア「お元気ですか訪問ゴール集会」(寺内) 

□10 月 7 日(火)新婦人京都府城陽支部「シングルマザーの支援を考える」(寺内) 

□10 月 18 日(土)2025 北海道社保学校「介護保険学習会」(日下部) 

□11 月 19 日(水)日本共産党三重県委員会全県議員学習会「介護保険学習会」(日下部) 

□11 月 20 日(木)佛教大学社会福祉学部「自治体論①」(寺内) 

□11 月 26 日(水)神戸新聞主催社会保障講演会「シンママ世帯のリアルとサポート」(寺内) 

□12 月 2 日(火)和歌山中央医療生活協同組合シニア講座「介護保険の仕組みと課題」(日下部) 

□12 月 10 日(水)大阪公立大学「教育福祉学Ｂ ひとり親世帯のリアルとサポート」(寺内) 

□12 月 11 日(木)佛教大学社会福祉学部「自治体論②」(寺内) 

□12 月 16 日(火)龍谷大学社会学部公的扶助研究特別授業(寺内＋2 人のシンママさん) 

□1 月 10 日(土)「みんなが主人公」松原市民の会定期総会「今後松原市に人が住みたいか～人口・財

政・独自施策からよむ～」(寺内) 

□1 月 12 日(月・祝)新婦人城陽支部「シングルマザーへの支援を考えよう」(寺内) 

□1 月 18 日(日)島根県社保協「ストップ!介護崩壊」県民のつどい(日下部) 

□1 月 20 日(火)山梨県民医連社保学校「介護保険学習会」(日下部) 

□1 月 23 日(金)2１・老福蓮「介護保険 25 年を振り返るオンライン連続学習会」(日下部) 

□2 月 6 日(金)大阪自治体問題研究所「介護保険と自治体に関する議員研修会」(日下部) 

□2 月 11 日(祝)交野社保協総会・介護保険学習会 

□3 月 8 日(日)3.8 国際女性デー2026 兵庫県集会「ケアがつなぐ連帯～すべての女性たちの声がとどく

社会をめざして」(寺内) 

□4 月 4 日(土)シンママ大阪応援団サポーター養成講座④「使える制度を徹底利用するために」(オンラ

イン・寺内) 

□4 月 24 日(金)全国福祉保育労高齢者別協議会「介護保険学習会」(日下部) 

□5 月 25 日(月) フ－ドバンクしまねあったか元気便 総会学習交流会「子どもと女性のくらしと貧困」（寺

内） 

□5 月 23 日(土)くまとり町社保協総会・記念講演「国保・後期高齢者医療・介護保険～なぜ地域社保協

が必要か」(寺内) 

□6 月 6 日(土)枚方社保協総会・記念講演(寺内) 

□6 月 14 日(日)熊本県商工団体連合会「国保広域化問題学習会」(寺内・オンライン) 

□6 月 24 日(水)なにわフードバンク総会・記念講演(寺内) 

□6 月 28 日(日)泉佐野社保協総会・記念講演「国保・後期高齢者医療・介護保険～なぜ地域社保協が

必要か」(寺内) 

□6 月 30 日(火)佛教大学社会福祉学部「人権と福祉」授業(寺内) 

 

署名集約（取り組んだ署名を記入ください） 

① 介護保険制度の抜本改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名・（       筆） 

② 健康保険証の復活を求める請願署名・・・・・・・・・・・・・・・（       筆） 

③ 国の制度として１８歳までの医療費窓口負担を無料に請願署名・・（       筆） 

④ その他（                 ）        （       筆） 
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7 月 31 日(金) 
10 時～12 時半 
大阪民医連会議室＋ZOOM 
ミーティング ID: 815 3699 6326 
パスコード: 996297 

大阪社会保障推進協議会 
★申し込み・お問い合わせは 

osakasha@poppy.ocn.ne.jp  

企画 

日下部雅喜氏(大阪

社保協介護保険対策

委員⾧) 

雨田信幸氏(きょうされ

ん大阪支部事務局

⾧） 

・有料ホームケアマネジ

メント問題 

・特養預貯金問題  

・総合事業・保険料・

第 10 期介護保険事

業計画に対する地域

の取り組み 

★参加費無料 

★資料は前日までに
大阪社保協ホームペ
ージにアップしますの
でオンライン参加の方
はダウンロードをおね
がいします。会場参
加の方にはご用意い
たします。
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《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》別紙① 

 

    組織名／団体・地域 （兵庫県社保協） 記入者（堤 匠） 
 
神戸市⾧選挙                             

神戸市⾧選挙10/26投開票。 市民にあったかい神戸をつくる会・岡崎史典氏が立候補したが

及ばず。 

兵庫県後期高齢者医療広域連合議会への請願運動 

・広域連合会定例議会 陳情請願、要望書提出 

2025年8/18陳情書、2026年1/17請願書を各定例議会に提出 事項は、 

1出産育児一時金はじめ「子育て支援制度」の財源は、後期高齢者を含めた保険料引き上げで

なく国庫負担で行うこと。保険料引き下げができるよう、国庫負担を引上げることを国に求め

ること 

2後期高齢者の医療費窓口負担の軽減を国に求めること 

3マイナ保険証保有の有無やその他条件を設かることなく、紙の「資格確認書」の一律発行を

継続すること 

4兵庫県後期高齢者医療広域連合議会に、加入者である高齢者の生活実態、制度への意見を反

映させるため、「一般公募枠」を設けること 

3/15、マイナ保険証の有無にかかわらず全員に「資格確認書」交付することを求めた要望書（

13団体が賛同）を提出。。 

 

県要求連 要望書  

「県民のいのちくらしを支える県政の実現を求める」団体署名 賛同 

県民のいのちとくらしを守る要求実現連絡会「2025年度 兵庫県行政に関する重点要求書」 

社保協からも重点項目で懇談に参加した。 

 

介護保険改善の運動 

・全国一斉 介護・認知症なんでも無料電話相談 11/10   

兵庫窓口4件相談対応。全国32都道府県45カ所設置、111件相談 

兵庫民医連、福祉ネット星ヶ丘から4名のケアマネジャーで対応。200事業所に電話相談ポスタ

ー掲載依頼文配信した。 

 

学習運動 

・確定申告学習会12/16 会場；兵商連会館、参加17名 

講師；須磨民商 上野賢治事務局⾧ 

大企業の法人税負担率は中小企業の半分、インボイス制度で中小企業には所得の5割を超える

重税が課せられている等解説。北区で2月2月に相談会など実施。 

・幹事会「特別報告」学習 

7/3；医療費4兆円削減の影響；講師 （保険医協会 平田氏） 
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8/7；天海裁判最高歳判決から見えるもの（兵障協 井上氏） 

9/4；神戸市⾧選挙 立候補挨拶 （市民にあったかい神戸をつくる会・岡崎氏） 

11/9；オール近畿アクション公開 OTC類似薬の保険外し（大阪保険医協会動画解説視聴） 

12/4；生存権裁判最高裁原告勝訴後、厚労省は別の理由で再減額公表（報告；兵生連・泉氏） 

1/8；2026年度 政府が狙う介護分野の主な改革ポイント （兵庫民医連・木村氏） 

3/5；衆院選結果情勢共有 

4/2；自治体キャラバン検討 

5/7；NPT再検討会議代表派遣報告（兵庫民医連・堤氏） 

6/4；自治体キャラバン検討 

 

自治体キャラバンの運動 

2025年度アンケート、要望書7/2各自治体に郵送。（神戸市、宝塚市、伊丹市、尼崎市、西宮

市、西播地域、地域社保協独自要望書作成） 

 

三田市民病院と済生会病院の再編統合ストップ、地域医療を守る県下の情勢と運動 

①三田市民病院と済生会病院の再編統合ストップ、地域医療を守る県下の情勢と運動 

・済生会病院と三田市民病院の再編統合へ三田市が基本計画発表－整備費倍化・開院２年延期 

神戸市北区⾧尾町宅原(えいばら)に新三田病院建設。425床、254億円、25年設計・工事、28

年開院予定→資材・人件費・建設業界の働き方改革などで整備費2倍増の661億円。開院予定も

30年に延期。1000億円超える見通し。 

三田市、三田市民病院の済生会病院への指定管理(民営化)強行(指定管理料2026～30年度17億1

,000万円)。神戸市は三田市との連携協定(24/2)にもとづく「基礎調査・用地取得事務」のう

ち「地権者交渉・予算」は後刻予算計上。なお、取り付け道路等、環境整備費は神戸市の負担

になります。 

②神戸市立西市民病院28年新築移転予定→3年延期。事業費340億円が605億円に倍増。入札不

調により3年延期へ。 

③伊丹市立伊丹総合医療センター(仮称、602床) 

市立伊丹病院と公共組近畿中央病院を統合し257床削減。入札不調２回。建設費資材高騰で1.5

倍になります。当初297億円→373億円→448億円→３度目に417億で落札(大成建設)し、開院

を26年秋に遅延。しかし、新統合病院の予定地(現市立伊丹病院)に新たな土壌汚染が発見され

開院は27年後半まで再び延期。一方、老朽化著しい近畿中央病院は「これ以上の延命措置は困

難」として、26年3月をもって診療を休止することを決めました。 

④西宮総合医療センター(県立・西宮市立の統合、552床←657床) 560億円に1.45倍増。 

⑤高砂市民病院(290床→199床) 約117億円かかる移転建て替え・民営化を進め30年度の開院

を目指す。 

⑥「日高クリニックの入院再開早期実現を求める陳情署名」協力求める 

公立豊岡病院組合議会に「日高クリニック入院再開早期実現を求める陳情」署名5,626筆提出 

※ドクターヘリ（豊岡市など兵庫県北部・3府県担当）の運航が一時休止。 
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《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》別紙① 

 

    組織名／団体・地域 （ 島根県社会保障推進協議会 ） 記入者（ 大国圭介 ） 
 

この 1 年間の取り組みの特徴について 

１、自治体キャラバン 

  県内自治体へ「市町村アンケート」を実施、県内 15 自治体から回答 

  市町村アンケートの回答を踏まえ自治体へ要望書を提出、15 自治体から回答    

自治体訪問は浜田市を訪問し要望書について懇談 

 

２、「みんなで考える介護の未来」集会開催 

県社保協の主催で１月１８日に松江市内で開催、学習講師には大阪社保協の日下部雅喜氏。「介護

保険制度の抜本改革で介護の未来をひらこう」と題して講演。トークセッションはケアマネ・施設

管理者・家族代表・介護専門学性で行った。54 名の参加。 

 

３、介護認知症なんでも無料電話相談 

  ひかわ医療生協介護事業部が対応 

 

４、その他 

 ・3 月 28 日に第 28 回総会開催 

 ・松江保健生協の 9 条の碑建立に寄付を行った 

 

 

 

 

署名集約（取り組んだ署名を記入ください） 

① 介護保険制度の抜本改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名・（       筆） 

② 健康保険証の復活を求める請願署名・・・・・・・・・・・・・・・（       筆） 

③ 国の制度として１８歳までの医療費窓口負担を無料に請願署名・・（       筆） 

④ その他（                 ）        （       筆） 

⑤ その他（                 ）        （       筆） 

２０２５年度内に結成した地域社保協 

結成年月日(        ) 名称(              ) 

結成予定の地域社保協 

結成予定日(        )  名称(               ) 
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《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》別紙① 

 

    組織名／団体・地域 （ 岡山県社保協 ） 記入者（ 森本 ） 
 

各団体のこの一年間の取り組みの特徴（医療、介護、福祉、年金、教育、子育て、生活保護など社会

保障改善の取り組み、保険証復活のたたかい、自治体キャラバンの特徴、その他） 

 

 以下、順不同 

 

県社保協総会 

 ＊８/23開催 

 

街頭宣伝 

 ＊「25の日」街宣：25年８･11・12月、26年２･５（･６）月に実施 

  ・各種請願署名運動に取り組んだ。 

＊県後期高齢者医療広域連合付近での街頭宣伝：３/24 

 ・保険料の大幅引き上げの再考を訴えるサイレントスタンディング 

 

学習会 

 ＊26秋・社会保障の充実を求める全県キャラバン・事前学習会：10/15 

＊「介護保険制度の抜本改革提言」学習会：12/14 

＊日本共産党赤磐市後援会で、国保についての学習講師：６/１ 

 

市町村への要望 

 ＊26秋・社会保障の充実を求める全県キャラバンで、国保と介護保険、高齢者施策、障害者

福祉、生活保護制度について要望 

 ＊26市町村に、県の財政安定化基金を活用して後期高齢者医療保険料の引き上げ幅を抑える

よう県知事に求めることを要望（３月３日付） 

 

地方議会への請願・陳情 

 ＊「国民健康保険財政への国庫負担の増額を求める国への意見書の提出を求める」請願 

・今年度は新たに津山市・真庭市議会が採択、総社市議会が趣旨採択、高梁市議会が不採

   択 

 

相談会 

 ＊介護・認知症なんでも無料電話相談会 

  ・11/10に実施 
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26秋・社会保障の充実を求める全県キャラバン（別紙） 

 ＊10/22～29までの期間中、25/27市町村への要望の回答に基づき懇談。岡山市は当該社保

協が実施。勝央町は要望への文書回答のみ。 

 

県への要望と懇談 

＊国保や子どもの医療費、後期高齢者医療制度、介護保険、新たな地域医療構想、障害者福

祉、従来の健康保険保険証交付の復活について要望：10/28 

 

集会等 

 ＊医療・介護危機打開シンポジウム（県社保協が参加する実行委員会主催）：２/21 

 

裁判闘争 

 ＊生活保護基準引き下げ違憲訴訟控訴審 

  ・勝訴判決期日：３/12 

 

地域社保協の結成・再建 

 ＊赤磐市で準備会の準備会を結成 

 

署名集約（取り組んだ署名を記入ください）※署名は岡山県医労連が集約 

① 介護保険制度の抜本改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名・（       筆） 

② 健康保険証の復活を求める請願署名・・・・・・・・・・・・・・・（       筆） 

③ 国の制度として１８歳までの医療費窓口負担を無料に請願署名・・（       筆） 

④ その他（                 ）        （       筆） 

⑤ その他（                 ）        （       筆） 

２０２５年度内に結成した地域社保協 

結成年月日(        ) 名称(              ) 

結成予定の地域社保協 

結成予定日(        )  名称(               ) 
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 「

20
2
5
年

秋
・

社
会

保
障

の
充

実
を

求
め

る
全

県
キ

ャ
ラ
バ

ン
」
中

間
総
括

（
案

）
 

 

岡
山
県
社
会
保
障
推
進
協
議
会

 

事
務
局
長

 森
本

 

一
．
概
況
 

「
2
02
5
年
秋
 社

会
保
障
の
充
実
を
求
め
る
全
県
キ
ャ
ラ
バ
ン
」
は
、
10

月
2
2
日
か
ら
ス
タ
ー
ト

し
、
1
0
月

3
0
日
ま
で
の
５
日
間
に
わ
た
っ
て

2
5
市
町
村
（
岡
山
市
と
勝
央
町
以
外
）
と
懇
談
し
た
。
 

要
請
項
目
は
、
①
国
民
健
康
保
険
に
つ
い
て
、
②
介
護
保
険
、
高
齢
者
施
策
、
障
害
者
福
祉
に
つ
い

て
、
③
生
活
保
護
制
度
に
つ
い
て
、
だ
っ
た
。
 

1
0
月

14
日
の
拡
大
運
営
委
員
会
で
、
事
前
学
習
と
打
ち
合
わ
せ
を
行
っ
た
。
 

昨
年
に
引
き
続
き
今
回
も
、
地
域
社
保
協
等
の
構
成
員
が
参
加
し
や
す
い
よ
う
に
と
、
地
域
（
コ
ー

ス
）
毎
に
事
前
学
習
と
打
ち
合
わ
せ
を
す
る
場
を
設
定
し
た
。
全
地
域
（
コ
ー
ス
）
で
の
開
催
と
は
な

ら
な
か
っ
た
が
、
森
本
と
加
藤
、
弓
田
の
地
域
（
コ
ー
ス
）
で
開
催
さ
れ
た
（
氏
名
は
コ
ー
ス
責
任
者
）。

 

 
文
書
回
答
は

26
市
町
村
中

22
市
町
村
が
実
施
し
た
。
こ
れ
ま
で
文
書
回
答
を
し
た
こ
と
が
な
い
自

治
体
は
、
西
粟
倉
村
と
久
米
南
町
の
み
と
な
っ
た
。
 

 二
．
要
請
内
容
（
別
紙
）
 

 三
．
要
請
へ
の
特
徴
的
な
回
答
 

１
．

国
民
健
康
保
険
に
つ
い
て

 

（
１
）
の
要
請
に
対
し
て
 

団
塊

世
代
の
後

期
高

齢
者
医
療

制
度
へ
の

移
行

や
被
用
者

保
険
の
適

用
拡
大
な
ど

に
よ
り
保

険
料
（
税
）
収
入
は
減
少
す
る
一
方
、
１
人
当
た
り
の
保
険
給
付
費
の
増
加
に
よ
っ
て
支
出
は
増

加
し
て
お
り
、
保
険
料
（
税
）
の
収
入
不
足
を
国
保
特
別
会
計
基
金
で
補
填
し
て
い
る
状
況
で
あ

っ
た
。
よ
っ
て
、
引
き
下
げ
は
困
難
と
の
回
答
が
多
数
だ
っ
た
。
 

高
梁
市

は
「
基
金
を
保
険
税
引
き
下
げ
の
財
源
と
し
て
用
い
る
こ
と
は
、
長
期
的
な
財
政
の
安

定
性
を
損
な
う
お
そ
れ
が
あ
る
。
基
金
は
、
将
来
に
わ
た
り
安
定
し
た
給
付
を
確
保
す
る
た
め
の

備
え
と
し
て
積
み
立
て
ら
れ
て
お
り
、
保
険
税
の
引
き
下
げ
と
し
て
取
り
崩
す
こ
と
は
、
長
期
の

財
政
計
画
や
保
険
税
の
見
通
し
に
影
響
を
及
ぼ
す
可
能
性
が
あ
る
。
よ
っ
て
、
恒
久
的
な
保
険
税

の
減
額
手
段
と
し
て
位
置
づ
け
る
こ
と
は
慎
重
さ
が
必
要
と
考
え
て
い
る
」
な
ど
と
回
答
 

備
前
市

は
「
令
和
６
年
度
の
国
保
事
業
に
お
け
る
保
険
税
額
は
、
保
険
給
付
費
に
対
し
て
約
２

割
程
度
に
な
っ
て
お
り
、
繰
入
金
そ
の
他
保
険
税
以
外
の
財
源
に
大
き
く
依
存
し
て
い
る
」
と
回

答
 瀬

戸
内
市

は
「
基
金
が
な
く
な
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
た
こ
と
か
ら
、
令
和
６
年
度
か
ら
の
税
率

に
つ
い
て
は
、
県
が
示
す
標
準
保
険
料
率
を
採
用
し
て
い
る
」
と
回
答
 

 

赤
磐
市

は
「
将
来
的
に
都
道
府
県
単
位
で
保
険
料
水
準
の
統
一
を
目
指
す
と
す
る
国
の
動
向
も

あ
り
、
単
市
で
の
問
題
解
決
は
困
難
」
と
回
答
 

 
 

真
庭
市

は
、
決
算
補
填
等
目
的
の
法
定
外
一
般
会
計
繰
入
に
つ
い
て
は
、
平
成

3
0
年
１
月

2
9

日
付
厚
生
労
働
省
通
知
・
国
民
健
康
保
険
者
の
赤
字
削
減
・
解
消
計
画
の
策
定
等
に
つ
い
て
で
、

国
民
健
康
保
険
の
財
政
は
、
保
険
税
や
県
支
出
金
等
に
よ
り
賄
い
、
特
別
会
計
の
収
支
を
均
衡
さ

せ
る
こ
と
が
重
要
と
さ
れ
て
お
り
、
ま
た
、
法
定
外
一
般
会
計
繰
入
金
の
う
ち
、
保
険
者
の
政
策

に
よ
る
も
の
が
削
減
・
解
消
す
べ
き
赤
字
と
定
義
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
真
庭
市
も
こ
れ
に
基

づ
い
て
運
営
し
て
い
る
な
ど
と
回
答
 

さ
ら
に
、
基
金
の
取
り
崩
し
に
つ
い
て
は
、
真
庭
市
は

国
保
特
別
会
計
の
歳
入
不
足
で
は
あ
る

が
、
保
険
税
を
据
え
置
い
た
ま
ま
基
金
を
取
り
崩
し
て
赤
字
補
て
ん
を
行
っ
て
お
り
、
今
後
も
基

金
を

取
り
崩
す
必
要

が
あ

る
と
見
込
ま

れ
る

た
め
、

基
金

残
が

あ
る

う
ち

に
保
険
税

を
見
直
す
 

≒
 
引
き
上
げ
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
て
い
る
こ
と
か
ら
、
安
易
な
保
険
税
の
引
き
下
げ
は
考
え

て
い
な
い
な
ど
と
回
答
 

美
作
市

は
「
平
成

30
年
度
に
お
い
て
、
所
得
割
及
び
資
産
割
税
率
や
、
均
等
割
及
び
世
帯
平

等
割
税
額
の
引
き
下
げ
を
実
施
し
た
ほ
か
、
令
和
５
年
度
に
は
、
資
産
割
税
率
２
分
の
１
に
引
き

下
げ
た
」
と
回
答
 

吉
備
中
央
町

は
、
2
02
5
年
５
月
末
の
基
金
残
高
が
前
年
と
の
比
較
で
半
減
し
て
し
ま
っ
た
た

め
、
断
腸
の
思
い
で
保
険
税
率
を
引
き
上
げ
た
と
回
答
 

（
２
）
の
要
請
に
対
し
て
 

 
 
 

津
山
市
、
笠
岡
市
、
浅
口
市
、
矢
掛
町

は
「
国
の
基
準
を
超
え
て
独
自
に
保
険
料
の
減
額
賦
課

に
つ
い
て
定
め
る
こ
と
は
、
で
き
な
い
こ
と
と
な
っ
て
い
る
」
な
ど
と
回
答
 

 
 
 

玉
野
市
、
赤
磐
市

は
「
軽
減
措
置
を
拡
大
し
た
場
合
、
そ
の
軽
減
分
は

1
8
歳
以
上
の
加
入
者

の
保
険
料
で
賄
う
こ
と
に
な
り
、
公
平
性
の
観
点
か
ら
問
題
が
あ
る
」
「
軽
減
分
を
一
般
会
計
か

ら
の
繰
入
で
賄
う
場
合
、
法
定
外
の
繰
入
に
な
っ
て
し
ま
う
と
い
う
問
題
の
他
、
国
保
加
入
者
と

そ
れ
以
外
の
方
と
の
公
平
性
を
欠
く
と
い
う
問
題
も
生
じ
る
」
な
ど
と
回
答
 

 
 
 

新
見
市
、
早
島
町

は
「
岡
山
県
と
県
内
市
町
村
間
で
保
険
料
水
準
の
統
一
に
向
け
た
協
議
を
進

め
て
お
り
、
自
治
体
単
独
で
の
実
施
は
市
町
村
間
の
均
衡
を
損
な
う
こ
と
に
な
る
た
め
、
考
え
て

い
な
い
」
な
ど
と
回
答
 

 
 
 

美
作
市
、
早
島
町

は
「
2
02
3
年
以
降
、
子
ど
も
の
均
等
割
の
減
免
を
、
満

18
歳
に
達
す
る
日

以
降
最
初
の
３
月

3
1
日
ま
で
拡
大
」
と
回
答
 

（
３
）
の
要
請
に
対
し
て
 

ど
の
市
町
村
も
通
知
に
則
り
対
応
し
て
い
る
と
回
答
 

（
４
）
の
要
請
に
対
し
て
 

 
ど
の
市
町
村
も
創
設
は
困
難
と
回
答
 

 
新
見
市
、
早
島
町

の
回
答
は
、
（
２
）
へ
の
回
答
と
同
様
の
回
答
 

 

（
５
）
の
要
請
に
対
し
て
 

 
 
 
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
健
康
保
険
証
利
用
登
録
者
数
に
占
め
る
割
合
は
、
ど
の
市
町
村
も
概

ね
１
％
未
満
で
あ
っ
た
。
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２
．

介
護
保
険
、
高
齢
者
施
策
、
障
害
者
福
祉
に
つ
い
て

 

（
１
）
の
要
請
に
対
し
て
 

 
 
 

倉
敷
市
、
真
庭
市
が

1
5
段
階
、
他
の
市
町
村
は

13
段
階
（
国
が
定
め
る
標
準
段
階
）
で
あ
っ

た
。
 

 
 
 

美
作
市

は
第
７
期
計
画
以
降
、
国
保
以
上
に
ハ
ー
ド
ル
が
高
い
と
い
わ
れ
て
い
る
一
般
会
計
か

ら
の
繰
入
を
行
う
こ
と
に
よ
っ
て
、
保
険
料
を
軽
減
・
維
持
 

（
２
）
の
要
請
に
対
し
て
 

概
ね
ど
の
市
町
村
も
「
訪
問
介
護
事
業
は
人
員
確
保
に
苦
労
し
、
さ
ら
に
は
昨
年
基
本
報
酬

が
引
き
下
げ
ら
れ
た
た
め
、
厳
し
い
状
況
に
あ
る
こ
と
は
認
識
し
て
い
る
」
と
回
答
し
た
一
方

で
、「

財
政
支
援
の
実
施
は
困
難
」
と
も
回
答
 

美
作
市

は
「
市
内
事
業
所
の
廃
止
や
廃
止
の
予
定
が
あ
る
」
と
回
答
 

和
気
町

は
「
訪
問
効
率
が
よ
い
都
会
と
地
方
を
ひ
と
く
く
り
に
基
本
報
酬
を
引
き
下
げ
る
こ

と
に
は
疑
問
が
あ
る
が
、
中
山
間
地
域
等
は
サ
ー
ビ
ス
提
供
加
算
も
あ
り
、
配
慮
は
さ
れ
て
い

る
」
な
ど
と
回
答
 

美
咲
町

は
、
特
別
地
域
訪
問
介
護
加
算
に
係
る
利
用
者
負
担
額
軽
減
事
業
補
助
金
を
独
自
に

創
設
 

（
３
）
の
要
請
に
対
し
て
 

倉
敷
市

は
「
身
体
障
害
者
手
帳
に
該
当
し
な
い
市
民
へ
の
補
聴
器
購
入
に
対
す
る
補
助
に
つ
い

て
は
、
両
耳
の
聴
力
レ
ベ
ル
が

30
デ
シ
ベ
ル
以
上
の

18
歳
未
満
の
児
童
に
対
し
、
補
聴
器
購
入

費
の
一
部
を
補
助
す
る
と
と
も
に
、
2
02
5
年

10
月
か
ら
は
、
両
耳
の
聴
力
レ
ベ
ル
が

40
デ
シ

ベ
ル
以
上
の

6
5
歳
以
上
の
高
齢
者
に
対
し
、
補
聴
器
購
入
費
の
一
部
を
補
助
」
と
回
答
 

玉
野
市

は
「
加
齢
性
難
聴
に
つ
い
て
は
、
日
常
生
活
に
お
け
る
不
便
さ
や
社
会
性
の
低
下
を
軽

減
す
る
た
め
、
早
期
の
補
聴
器
装
着
が
望
ま
し
い
と
の
意
見
が
、
一
部
の
学
識
経
験
者
か
ら
示
さ

れ
て
い
る
。
他
自
治
体
で
は
、
す
で
に
高
齢
者
を
対
象
と
し
た
補
聴
器
の
購
入
費
用
助
成
制
度
を

設
け
て
い
る
事
例
も
散
見
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
今
後
、
検
討
を
進
め
る
」
と
回
答
が
前
進
 

笠
岡
市

も
今
後
「
検
討
し
て
い
く
」
と
回
答
 

井
原
市

は
「
令
和
７
年
４
月
か
ら
、
満

65
歳
以
上
で
身
体
障
害
者
手
帳
に
該
当
し
な
い
程
度

で
あ
っ
て
、
聴
覚
機
能
の
低
下
が
み
ら
れ
る
低
所
得
の
方
を
対
象
に
、
補
聴
器
購
入
に
か
か
る
費

用
の

1
/2

以
内
で
５
万
円
ま
で
を
上
限
に
助
成
す
る
制
度
を
開
始
し
た
」
と
回
答
 

高
梁
市

は
「
障
害
者
総
合
支
援
法
に
基
づ
く
補
装
具
費
支
給
の
対
象
に
な
ら
な
い
軽
度
難
聴
者

か
ら
の
ニ
ー
ズ
は
届
い
て
い
な
い
」
な
ど
と
回
答
 

新
見
市

は
20
25

年
度
か
ら
助
成
を
開
始
 

赤
磐
市

は
、
20
25

年
10

月
か
ら
助
成
を
開
始
 

真
庭
市

は
「
助
成
制
度
の
創
設
を
研
究
す
る
」
と
回
答
 

美
作
市

は
「
ま
ず
は
高
齢
者
を
対
象
に
し
た
補
聴
器
購
入
費
助
成
に
つ
い
て
、
他
市
町
の
制
度

も
参
考
に
し
な
が
ら
研
究
し
て
い
く
」
と
回
答
が
前
進
 

早
島
町

は
、
20
25

年
４
月
か
ら

65
歳
以
上
の
町
民
を
対
象
に
助
成
を
開
始
 

新
庄
村

は
、
昨
年
の
キ
ャ
ラ
バ
ン
以
降
に
助
成
を
開
始
 

 
 

（
４
）
の
要
請
に
対
し
て
 

 
 
 
ど
の
市
町
村
も

65
歳
を
過
ぎ
て
か
ら
初
め
て
身
体
障
害
者
等
手
帳
を
取
得
し
た
場
合
は
制
度

の
対
象
外
と
し
て
い
た
。
そ
の
理
由
は
、
一
定
の
障
害
が
あ
る
場
合
、
6
5
歳
か
ら
後
期
高
齢
者
医

療
制
度
に
加
入
で
き
る
特
例
措
置
が
設
け
ら
れ
て
い
る
か
ら
、
と
の
こ
と
だ
っ
た
。
 

真
庭
市

は
「
6
5
歳
以
上
で
制
度
の
対
象
と
な
る
障
害
者
は
、
そ
れ
ま
で
就
労
収
入
が
あ
り
、
 

年
金
収
入
が
得
ら
れ
る
状
況
に
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
6
5
歳
以

上
を
制
度
の
対
象
外

に
し
て
い
る
」
な
ど
と
回
答
し
た
。
ま
た
、
概
ね
ど
の
市
町
村
も
年
齢
制
限
の
撤
廃
は
困
難
と
の

回
答
だ
っ
た
。
 

里
庄
町

は
「
年
齢
制
限
の
撤
廃
は
、
今
後
検
討
す
る
」
と
回
答
し
た
。
 

 

３
．

生
活
保
護
制
度
に
つ
い
て

 

多
く
の
市
町
村
で
は
、
20
21

年
度
の
受
給
者
数
・
率
は

20
1
2
年
と
の
比
較
で
減
少
し
て
い
た
が
、

高
梁
市
と
備
前
市
、
西
粟
倉
村
で
は
増
加
し
て
い
た
。
 

 
 
吉
備
中
央
町
は

5
3.
3P

減
、
井
原
市
は

4
4.
4P

減
、
美
作
市
は

4
3.
2P

減
で
あ
っ
た
。
 

 四
．
今
後
の
課
題
、
他
 

１
．

国
民
健
康
保
険
に
つ
い
て

 

（
１
）
の
要
請
に
つ
い
て
 

団
塊

世
代
の

後
期
高

齢
者
医
療

制
度
へ
の

移
行

や
被

用
者

保
険

の
適

用
拡
大
な
ど

に
よ

り
保

険
料
（
税
）
収
入
は
減
少
す
る
一
方
、
１
人
当
た
り
の
保
険
給
付
費
の
増
加
に
よ
っ
て
支
出
は
増

加
し
て
お
り
、
保
険
料
（
税
）
の
収
入
不
足
を
国
保
特
別
会
計
基
金
で
補
填
し
て
い
る
状
況
で
あ

っ
た
。
そ
の
た
め
、
基
金
残
高
が
大
幅
に
減
少
し
て
し
ま
っ
て
い
る
市
町
村
が
あ
る
。
和
気
町
は
、

基
金
が
枯
渇
し
て
し
ま
っ
て
い
る
。
 

こ
れ
ら
の
市
町
村
で
国
保
料
（
税
）
を
引
き
下
げ
た
り
据
え
置
い
た
り
す
る
に
は
決
算
補
填
等

目
的
の
法
定
外
一
般
会
計
繰
入
金
に
頼
る
ほ
か
な
い
が
、
国
の
「
繰
入
は
す
る
な
」
の
都
道
府
県

と
市
町
村
へ
の
圧
力
は
強
力
で
あ
る
。
 

し
た
が
っ
て
、
払
え
る
国
保
料
（
税
）
に
す
る
に
は
、
国
庫
負
担
の
増
額
が
不
可
欠
で
あ
る
。
 

保
険
料
水
準
の
統
一
に
つ
い
て
岡
山
県
と
市
町
村
は
、
20
2
9
年
度
ま
で
を
目
途
に
「
納
付
金
ベ

ー
ス
」
で
の
統
一
を
行
う
こ
と
で
合
意
し
た
。「

納
付
金
ベ
ー
ス
」
で
の
統
一
の
場
合
、
年
齢
調
整

後
の
医
療
費
水
準
が
相
対
的
に
高
い
市
町
村
は
納
付
金
が
引
き
下
げ
ら
れ
、
相
対
的
に
低
い
市
町

村
は
引
き
上
が
る
こ
と
に
な
る
。
 

保
険
料
水
準
の
統
一
を
め
ざ
す
の
で
あ
れ
ば
、
県
内
の
ど
の
市
町
村
で
も
医
療
提
供
体
制
や
医

療
費
水
準
が
同
様
の
も
の
と
し
て
確
保
さ
れ
（
例
：
真
庭
保
健
医
療
圏
と
高
梁
・
新
見
保
健
医
療

圏
に
は
高
度
急
性
期
病
床
が
な
く
、
重
症
等
患
者
の
救
命
率
が
相
対
的
に
低
く
な
っ
て
し
ま
う
）
、

高
い
保
険
料
(
税
)水

準
の
軽
減
に
結
び
つ
く
も
の
と
な
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
た
め
に
は
、

制
度

設
計
責
任
を
負

う
国

あ
る
い
は
財

政
運

営
責
任

を
負

う
県

が
市

町
村

に
代
わ
っ

て
財
政
負

担
を
負
う
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
 

 
 
 
こ
ど
も
未
来
戦
略
「
加
速
化
プ
ラ
ン
」
の
財
源
（

3.
6
兆
円
）
を
確
保
す
る
た
め
に
、
「
子
ど
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も
・
子
育
て
支
援
金
制
度
」
を
創
設
し
、
今
後
、
医
療
保
険
料
に
「
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
金
」

が
上
乗
せ
し
て
徴
収
さ
れ
る
。
 

 
 
 
保
険
料
は
、
20
26

年
度
か
ら
３
年
か
け
て
段
階
的
に
引
き
上
げ
ら
れ
る
。
 

 
 
 
支
援
金
額
は
、
平
均

5
00

円
／
月
弱
と
さ
れ
て
い
る
が
、
加
入
し
て
い
る
保
険
に
よ
る
格
差
が

大
き
く
、
国
保
や
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
負
担
は
相
対
的
に
高
く
な
る
。
 

 
 
 
医
療
保
険
の
主
た
る
目
的
は
、
被
保
険
者
の
健
康
の
修
復
、
維
持
、
増
進
で
あ
っ
て
、
児
童
手

当
や
保
育
士
配
置
基
準
な
ど
の
い
わ
ゆ
る
子
育
て
支
援
と
は
無
関
係
で
あ
る
（
医
療
保
険
制
度
の

目
的
外
利
用
）。

 

 
 
 
児
童
手
当
の
財
源
に
保
険
料
を
充
て
て
い
る
国
は
な
い
。
支
援
金
の
適
用
範
囲
を
将
来
的
に
拡

大
し
、
保
育
制
度
の
社
会
保
険
化
な
ど
、
他
の
制
度
に
波
及
す
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
。
 

（
２
）
の
要
請
に
つ
い
て
 

津
山
市
や
笠
岡
市
、
浅
口
市
、
矢
掛
町
は
「
国
の
基
準
を
超
え
て
独
自
に
保
険
料
の
減
額
賦
課

に
つ
い
て
定
め
る
こ
と
は
で
き
な
い
こ
と
に
な
っ
て
い
る
」
な
ど
と
回
答
し
た
。
こ
れ
は
、
令
和

４
年
７
月

25
日
付
事
務
連
絡
「
未
就
学
児
の
均
等
割
保
険
料
（
税
）
の
減
免
措
置
に
係
る
考
え

方
に
つ
い
て
」
に
、
国
保
法

77
条
に
も
と
づ
か
な
い
「
軽
減
」
に
か
か
わ
る
話
と
、
同
条
に
も

と
づ
く
「
減
免
」
に
か
か
わ
る
話
が
渾
然
一
体
の
も
の
と
し
て
書
か
れ
て
い
る
た
め
、
あ
た
か
も

同
条
に
も
と
づ
く
条
例
減
免
の
繰
入
ま
で
「
赤
字
」
に
な
る
よ
う
に
読
め
て
し
ま
う
こ
と
に
起
因

す
る
。
自
治
体
の
誤
読
を
誘
導
す
る
か
の
よ
う
な
事
務
連
絡
は
、
極
め
て
有
害
で
あ
る
と
言
わ
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

そ
も
そ
も
、
地
方
自
治
体
が
条
例
や
予
算
で
住
民
福
祉
の
た
め
の
施
策
を
お
こ
な
う
こ
と
を
、

国
が
「
禁
止
」
し
た
り
、
廃
止
を
「
強
制
」
し
た
り
す
る
こ
と
は
、
憲
法

9
2
条
が
定
め
る
地
方
自

治
の
本
旨
や
、
同

94
条
の
条
例
制
定
権
を
お
か
す
も
の
で
あ
る
。
 

他
方
、
厚
労
省
は

1
1
月

27
日
に
開
催
さ
れ
た
第

20
5
回
社
会
保
障
審
議
会
医
療
保
険
部
会

に
、
子
ど
も
に
係
る
均
等
割
保
険
料
を
軽
減
す
る
措
置
に
つ
い
て
、
高
校
生
年
代
ま
で
拡
充
す
る

案
を
示
し
た
。
こ
れ
は
、
こ
の
間
の
運
動
の
成
果
で
あ
る
。
 

（
３
）
の
要
請
に
つ
い
て
 

既
存
の
保
険
証
の
新
規
発
行
が
停
止
さ
れ
た
こ
と
に
と
も
な
い
、
短
期
保
険
証
の
仕
組
み
も
廃

止
に
な
っ
た
。「

滞
納
者
が
い
き
な
り
『
10

割
負
担
』
と
な
る
の
で
は
な
い
か
」「

滞
納
世
帯
の
子

ど
も
や
生
活
困
窮
者
を
短
期
保
険
証
で
救
う
仕
組
み
も
な
く
な
る
の
で
は
な
い
か
」
と
い
っ
た
懸

念
が
あ
っ
た
が
、
令
和
７
年

10
月

17
日
付
事
務
連
絡
「
国
民
健
康
保
険
の
保
険
料
（
税
）
を
滞

納
し
て
い
る
世
帯
主
等
に
対
す
る
措
置
に
関
す
る
取
扱
い
に
つ
い
て
（
周
知
）
」
の
発
出
に
よ
っ

て
、
と
り
あ
え
ず
懸
念
は
解
消
さ
れ
た
。
 

（
５
）
の
要
請
に
つ
い
て
 

協
会
け
ん
ぽ
や
健
康
保
険
組
合
、
共
済
組
合
な
ど
の
健
康
保
険
証
は
、
1
2
月
１
日
で
有
効
期
限

が
切
れ
た
。
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
や
国
民
健
康
保
険
の
保
険
証
は

2
02
5
年
７
月
以
降
、
順
次

期
限
切
れ
を
迎
え
て
お
り
、
こ
れ
で
全
国
民
の
保
険
証
が
失
効
し
た
。
医
療
機
関
を
受
診
す
る
に

は
原
則
と
し
て
、
マ
イ
ナ
保
険
証
か
、
資
格
確
認
書
を
提
示
す
る
仕
組
み
に
移
行
し
た
。
 

し
か
し
、
政
府
は
特
例
措
置
と
し
て
、
来
年
３
月
ま
で
は
期
限
切
れ
の
保
険
証
も
通
常
の
負
担

 
 

割
合
で
使
え
る
よ
う
に
す
る
と
医
療
関
係
団
体
に
通
知
し
た
。
受
診
者
の
混
乱
を
避
け
る
目
的
と

い
う
が
、
問
題
の
先
送
り
に
他
な
ら
な
い
。
 

『
読
売
』
で
す
ら
、
社
説
で
「
マ
イ
ナ
保
険
証
の
利
用
率
が
今
後
も
高
ま
ら
な
け
れ
ば
、
特
例

措
置
を
さ
ら
に
延
長
す
る
必
要
が
生
じ
る
可
能
性
も
あ
る
。
実
態
が
伴
っ
て
い
な
い
の
に
、
予
定

通
り
保
険
証
を
マ
イ
ナ
カ
ー
ド
に
一
本
化
し
た
、
と
い
う
体
裁
を
取
り
繕
う
こ
と
に
何
の
意
味
が

あ
る
の
か
」
「
政
府
は
マ
イ
ナ
保
険
証
へ
の
一
本
化
に
こ
だ
わ
ら
ず
、
当
初
案
通
り
、
既
存
の
保

険
証
と
の
併
用
を
認
め
て
は
ど
う
か
。
 
び
ほ

う
策
で
は
問
題
の
根
本
的
な
解
決
に
な
ら
な
い
。

迷
走
と
混
乱
は
国
民
の
不
信
を
さ
ら
に
高
め
る
だ
け
だ
」
と
主
張
し
て
い
る
。
 

今
後
も
、
既
存
の
保
険
証
の
発
行
を
復
活
さ
せ
る
運
動
の
継
続
と
強
化
が
必
要
で
あ
る
。
 

 

２
．

介
護
保
険
、
高
齢
者
施
策
、
障
害
者
福
祉
に
つ
い
て

 

（
１
）
の
要
請
に
つ
い
て
 

国
は
、
第
９
期
計
画
を
策
定
す
る
に
あ
た
っ
て
、
所
得
段
階
別
保
険
料
設
定
を
、
標
準
段
階
の

９
段
階
か
ら

1
3
段
階
へ
と
多
段
階
化
し
、
１
号
被
保
険
者
間
で
の
所
得
再
分
配
機
能
を
強
化
し

た
。
 

第
1
0
期
計
画
は

20
2
7
年
度
か
ら
ス
タ
ー
ト
す
る
。
さ
ら
な
る
多
段
階
化
な
ど
真
の
応
能
負
担

に
よ
っ
て
、
所
得
再
分
配
機
能
を
強
化
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

（
２
）
の
要
請
に
つ
い
て
 

事
業
所

が
空
白

の
市
町

村
は
、
2
02
4
年
４
月
の
訪
問
介
護

基
本
報
酬
の
引
き
下

げ
ま
で
は
新

庄
村
の
み
で
あ
っ
た
が
、
引
き
下
げ
以
降
、
奈
義
町
と
西
粟
倉
村
も
空
白
と
な
っ
て
し
ま
っ
た
。 

訪
問
介
護
は
「
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
」
の
要
の
サ
ー
ビ
ス
で
あ
る
。
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス

テ
ム
の
構
築
を
推
進
し
な
が
ら
、
そ
の
一
方
で
訪
問
介
護
を
崩
壊
に
追
い
込
む
の
は
、
矛
盾
の
極

み
と
言
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

国
は
「
『
強
い
経
済
』
を
実
現
す
る
総
合
経
済
対
策
」
に
お

け
る
医
療
・
介
護
・
福
祉
分
野
の

「
医
療
・
介
護
等
支
援
パ
ッ
ケ
ー
ジ
」
及
び
「
重
点
支
援
地
方
交
付
金
」
に
よ
る
支
援
（
20
2
5.
11
.2
1

閣
議
決
定
）
で
、
2
02
6
年
に
介
護
報
酬
の
臨
時
改
定
を
行
い
、
報
酬
改
定
の
時
期
を
待
た
ず
、
人

材
流
出
を
防
ぐ
た
め
の
緊
急
対
応
と
し
て
、
賃
上
げ
・
職
場
環
境
改
善
の
支
援
を
行
う
、
と
し
た
。

詳
細
は
不
明
だ
が
、
動
向
を
注
視
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

（
３
）
の
要
請
に
つ
い
て
 

昨
年
の
キ
ャ
ラ
バ
ン
以
降
、
複
数
の
市
町
村
が
助
成
を
開
始
し
た
。
助
成
の
開
始
に
い
た
ら
な

い
ま
で
も
、
玉
野
市
や
真
庭
市
、
美
作
市
な
ど
の
よ
う
に
、
回
答
が
前
進
し
た
自
治
体
も
あ
る
。

キ
ャ
ラ
バ
ン
を
重
ね
る
に
つ
れ
て
、
助
成
に
踏
み
切
る
市
町
村
が
増
え
て
い
る
。
検
討
中
と
の
市

町
村
に
対
し
て
は
フ
ォ
ロ
ー
が
必
要
で
あ
る
。
 

 
 
（
４
）
の
要
請
に
つ
い
て
 

全
国
で
年
齢
制
限
を
設
け
て
い
る
の
は

10
都
県
。
中
国
地
方
で
は
岡
山
県
だ
け
で
あ
る
。
 

年
齢
制
限
を
設
け
て
い

る
理
由
と
し
て
自
治
体
は
、
一
定
の
障
害
が
あ
る
場
合
、
65

歳
か
ら
 

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
加
入
で
き
る
特
例
措
置
が
設
け
ら
れ
て
い
る
こ
と
を
あ
げ
る
が
、
自
己

負
担
割
合
は
世
帯
所
得
に
よ
っ
て
決
ま
る
た
め
、
必
ず
し
も
１
割
負
担
に
な
る
と
は
限
ら
な
い
。
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ま
た
、
健
康
保
険
の
被
扶
養
者
が
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
移
行
す
れ
ば
、
保
険
料
支
払
い
が
新

た
に
発
生
す
る
と
い
っ
た
問
題
も
あ
る
。
 

11
月

2
4
日
付
『
山
陽
』「

あ
な
た
の
ま
ち
の
特
報
班
」
に
こ
の
問
題
が
掲
載
さ
れ
た
。
こ
れ
ら

の
世
論
を
背
景
に
運
動
を
推
進
し
、
年
齢
制
限
を
撤
廃
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

 

３
．

生
活
保
護
制
度
に
つ
い
て

 

 
 
吉
備
中
央
町
や
井
原
市
、
美
作
市
は
４
割
以
上
減
少
し
て
い
た
が
、
そ
の
要
因
に
い
わ
ゆ
る
「
水

際
作
戦
」
や
「
硫
黄
島
作
戦
」
が
あ
っ
た
か
ど
う
か
は
わ
か
ら
な
い
。
 

 

４
．

そ
の
他

 

（
１
）
参
加
者
か
ら
の
感
想
、
意
見
 

 
 
 
①
国
民
健
康
保
険
に
つ
い
て
 

 
 
 
 
国
保
特
別
会
計
等
の
事
前
調
査
を
毎
年
行
っ
て
い
る
が
、
こ
の
貴
重
な
デ
ー
タ
の
蓄
積
を

懇
談
の
際
に
活
か
し
切
れ
て
い
な
い
。
調
査
結
果
を
分
析
し
、
そ
れ
を
市
町
村
に
フ
ィ
ー
ド

バ
ッ
ク
す
る
こ
と
も
必
要
な
の
で
は
。
 

 
 
 
 
実
り
あ
る
懇
談
と
な
る
よ
う
、
市
町
村
に
あ
ら
か
じ
め
懇
談
内
容
の
詳
細
を
通
知
し
て
お

く
こ
と
も
必
要
な
の
で
は
（
ex
：
議
会
の
質
問
通
告
）
。
 

 
 
 
 
津
山
市
、
笠
岡
市
、
浅
口
市
、
矢
掛
町
は
、
子
ど
も
に
係
る
均
等
割
保
険
料
（
税
）
の
減

免
に
つ
い
て
、
国
の
基
準
を
超
え
て
独
自
に
保
険
料
の
減
額
賦
課
に
つ
い
て
定
め
る
こ
と
は

で
き
な
い
こ
と
に
な
っ
て
い
る
、
な
ど
と
回
答
し
た
。
こ
の
認
識
は
前
述
の
通
り
、
国
の
事

務
連
絡
の
誤
読
に
よ
る
も
の
。
全
国
の
先
進
事
例
な
ど
を
資
料
提
供
に
よ
っ
て
紹
介
す
る
な

ど
し
て
、
誤
解
を
解
い
て
い
く
こ
と
も
必
要
な
の
で
は
。
 

   
 
 
②
そ
の
他
 

 
 
 
 
ほ
と
ん
ど
の
市
町
村
が
、
全
要
請
項
目
に
係
る
担
当
部
局
の
職
員
が
参
加
し
、
１
時
間
程

度
の
時
間
を
割
い
て
い
る
。
市
町
村
職
員
に
も
「
懇
談
に
参
加
し
て
有
意
義
だ
っ
た
」
と
実

感
し
て
も
ら
え
る
よ
う
、
懇
談
を
デ
ザ
イ
ン
す
る
べ
き
で
は
な
い
か
。
 

 
 
 
 
要
請
項
目
と
は
別
に
、
懇
談
す
る
項
目
を
絞
っ
て
は
ど
う
か
。
懇
談
す
る
項
目
を
絞
れ
ば

要
請
項
目
を
増
や
し
て
も
差
し
支
え
な
い
し
、
市
町
村
職
員
の
負
担
も
軽
減
で
き
る
。
 

 

以
上
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《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》 

 

    組織名／団体・地域 （ 山口県社保協 ） 記入者（ 事務局⾧ 川辺    ） 
 
 

２０２５年 ９月２日  山口県社保協第２９回総会      ３７名参加 

            記念講演 「貧困・生活保護のしおりの役割」 

             講師  吉永 純 氏  (花園大学教授)    

      ９月１０日 自治体キャラバン要請・懇談事項を全市町に送付・提出 

     １０月２３日 健康福祉部次長に 県知事要求書提出 

     １０月２８～１１月１１日まで 県下自治体キャラバン １９自治体を訪問 

            (介護保険制度の抜本改善パンフを全自治体担当者に配付) 

     １１月１１日 介護・認知症なんでも電話 

     １２月２3 日 山口県との交渉  19 名参加 

 

２０２６年 １月末   県交渉の回答書報告書他、以下の冊子を作成し送付 

            自治体キャラバン 懇談事項の回答書の報告書作成 

            自治体アンケート 回答事項の報告書作成 

 

自治体キャラバン行動 2025 10/28～11/11 

   ・子どもの医療費   一部負担の高校生まで入院費無料化の前進  

実施１7/19 自治体へ前進 

・学校給食無償化   11 自治体へ前進(少子化対策・子育て支援で改善進む) 

           宇部市で２０２６年度から中学生まで無償化開始 

・「生活保護のしおり」は、全自治体で改善、今年度中に HP への掲載を約束 

 

病院再編 3/6下関市民病院と下関医療Cの再編統合新病院、実施構想発表 
       

 

 

 

 

署名集約（取り組んだ署名を記入ください） 

① 介護保険制度の抜本改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名・（  2541 筆） 

② 健康保険証の復活を求める請願署名・・・・・・・・・・・・・・・（  3410 筆） 

③ 国の制度として１８歳までの医療費窓口負担を無料に請願署名・・（      筆） 

④ その他（ 介護保険            ）        （   2073 筆） 

⑤ その他（ 健康保険法改悪反対・OTC他   ）        （   2223 筆） 
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《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》別紙① 

 

    組織名／団体・地域 （香川県社会保障推進協議会） 記入者（ 花谷 忍 ） 
 

各団体のこの一年間の取り組みの特徴（医療、介護、福祉、年金、教育、子育て、生活保護など社会保

障改善の取り組み、保険証復活のたたかい、自治体キャラバンの特徴、その他） 

 

①医療団体と共闘し「地域医療を守る運動として」香川県内の医療機関791件に署名を郵送し

ました。 

 

②自治体キャラバン「アンケート」「要請」を県内全自治体に行いました。自治体キャラバン

を開始する前、直前に講演会を開催しました。 

 

③女性団体と共闘し「女性の休日」の上映会

を開催し１００名の参加者で盛り上がりまし

た。 

白川ようこ参議院議員も地元選出の議員さん

という事もあり現地参加されディスカッショ

ンも行いました。 

 

 

 

 

署名集約（取り組んだ署名を記入ください） 

① 介護保険制度の抜本改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名・（       筆） 

② 健康保険証の復活を求める請願署名・・・・・・・・・・・・・・・（       筆） 

③ 国の制度として１８歳までの医療費窓口負担を無料に請願署名・・（       筆） 

④ その他（                 ）        （       筆） 

⑤ その他（                 ）        （       筆） 

２０２５年度内に結成した地域社保協 

結成年月日(        ) 名称(              ) 

結成予定の地域社保協 

結成予定日(        )  名称(               ) 
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《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》別紙① 

 

    組織名／団体・地域 （ 福岡県社会保障推進協議会 ） 記入者（ 甲斐 光洋  ） 
 

この一年間の取り組みの特徴 

①「保険証をのこせ」受療権を守る取り組み 

「保険証をのこして」ネットワークふくおかに結集し、博多駅前での宣伝行動を実施しました

。マイナ保険証をめぐるトラブルや資格確認書発行の混乱を訴え、従来の健康保険証の存続・

復活を求める運動を展開しました。 

②いのちを守る医療・年金・生活保護制度改善の取り組み 

全国一斉なんでも相談会を各地で開催し、生活困窮者支援や食料支援に取り組みました。また

、「いのちのとりで裁判」支援や年金引下げ反対運動に参加し、社会保障制度の改善を求める

運動を継続しました。後期高齢者医療広域連合議会には、医療費窓口負担増や保険証廃止撤回

を求める請願を提出し、議会傍聴や議員との懇談を行いました。 

③介護保険制度改悪を許さない取り組み 

介護保険制度の改善と介護従事者の処遇改善を求める署名運動に取り組みました。また、「介

護なんでも電話相談」を実施し、認知症を中心とした介護相談に対応しました。 

④自治体キャラバン・自治体アンケートの取り組み 

筑後地区では全自治体を対象に自治体キャラバンを実施し、北九州市では生活保護行政に関す

る懇談会を開催しました。また、7年連続となる市町村アンケート報告集を作成し、自治体の

社会保障施策の実態把握に努めました。 

⑤中央社保協との連携強化 

中央社保学校from佐賀の実行委員会に参加し、福岡から現地・オンライン合わせて22名が参加

しました。筑後地区社保協から自治体キャラバンの経験と課題を報告し、今後の社会保障運動

の展望を共有しました。 

 

署名集約（取り組んだ署名を記入ください） 

① 介護保険制度の抜本改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名・（     15筆） 

② 健康保険証の復活を求める請願署名・・・・・・・・・・・・・・・（      筆） 

③ 国の制度として１８歳までの医療費窓口負担を無料に請願署名・・（       筆） 

④ その他（ 誰もが安心できる年金制度への改善を求める署名 ）  （     21筆） 

⑤ その他（                 ）        （       筆） 

２０２５年度内に結成した地域社保協 

結成年月日(        ) 名称(              ) 

結成予定の地域社保協 

結成予定日(        )  名称(               ) 
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《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》別紙① 

 

    組織名／団体・地域 （     佐賀県社保協     ） 記入者（山口） 
 

各団体のこの一年間の取り組みの特徴（医療、介護、福祉、年金、教育、子育て、生活保護など社会保

障改善の取り組み、保険証復活のたたかい、自治体キャラバンの特徴、その他） 

 

この一年間の取り組みの特徴について（医療、介護、福祉、年金、教育、子育て、生活保護な

ど社会保障改善の取り組み、保険証存続のたたかい、自治体キャラバンの特徴、その他） 

 

（1）2025キャラバン行動 

①自治体要請について  

1. 教育・子育て、2.国保、3.障害、4.介護、5.生活保護、6.労働、7.年金・高齢者、8.平和

（オスプレイ) 以上の8課題で自治体アンケートおよび自治体要請 

2. １１月４日→２８日の日程で、全２０自治体を訪問・要請。述べ参加者数154人。 

3. ２０２５キャラバン行動の自治体回答、到達点、課題等について、自治体要請、学習会

等を加盟組織の行動の中で共有、活用。 

   ア、県労連 → 春闘要請行動 

     ２月12日 県庁、労働局要請 

     2月19－20日 経営者要請行動 

     ２月４日 市町村会会⾧(白石町⾧)要請 

   イ、「補聴器助成」等個別課題での要請行動 年金者組合 

②佐賀県要請 ３月２７日(金) 

③キャラバン事前学習会 

10月 4日キャラバン行動佐賀県学習会(佐賀市・アバンセ研修室) 

28日鳥栖・三神地区学習会(鳥栖市・三神地区労会館) 

④2025自治体キャラバン報告集を作成予定 7月の完成目指す 

  キャラバン行動報告集の作成は初。 

 

(2)2026キャラバン行動 

①１０月中旬から１１月の日程で計画。できるだけ訪問日程が重ならないように一日に２自治

体(午前・午後)を目途に計画する。 

②佐賀県要請を２月の県議会開催前に合わせて検討、予定する。 

③自治体アンケートを6月8日に発送、送信。8月の自治体要請書提出予定。 

 

(3)第52回中央社保学校from佐賀 

①9月 20-21日 第５２回中央社保学校from佐賀 有明海・オスプレイフィールドワーク 

        全体参加３７４人(現地１５５人、WEB２１９人) 
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②九州ブロック社保学校実行委員会に参加。（事務局4人） 

③参加目標100として、92人参加(デモ参加予定20人、フィールドワーク参加含む) 

④参加費（2000円）補助を決定し参加要請。 

 

(4)毎月、社会保障宣伝(第４火曜日、１２時 佐賀駅前)を実施。 

 主に、健康保険証継続の課題を中心に、保険医協会と共同して取り組む 

 県労連・ディーセントワーク(最低賃金・ケア労働者賃金引上げ)宣伝行動、19行動宣伝行動

等に結集。 

 

(5)生活相談、労働相談活動 県労連のホットライン行動に参加、結集 

 佐賀県西部(伊万里地区)での地域生活相談行動に参加。 

 

 

署名集約（取り組んだ署名を記入ください） 

① 介護保険制度の抜本改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名・（24筆） 

② 健康保険証の復活を求める請願署名・（20筆/宣伝行動 団体集約） 

③ 国の制度として１８歳までの医療費窓口負担を無料に請願署名・・（ 団体集約  筆） 

④ その他（                 ）        （       筆） 

⑤ その他（                 ）        （       筆） 

２０２５年度内に結成した地域社保協 

結成年月日(        ) 名称(              ) 

結成予定の地域社保協 

結成予定日(        )  名称(               ) 
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《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》別紙① 

 

    組織名／団体・地域 （ ⾧崎県社会保障推進協議会 ） 記入者（ 吉田 明香 ） 
 

各団体のこの一年間の取り組みの特徴（医療、介護、福祉、年金、教育、子育て、生活保護など社会保

障改善の取り組み、保険証復活のたたかい、自治体キャラバンの特徴、その他） 

 

 

役員や事務局を担う人的余裕がないため、自治体キャラバンと２ヶ月ごとのニュース発行な

ど、できる範囲での活動に限られますが、特徴は次のとおりです。 

 

１．9/20中央社会保障学校from佐賀には、⾧崎から貸切バスを手配し21人（現地19、WEB2）

が参加。県社保協としては現地での複数参加自体が初めてで、ほとんどの人が中央社保学校

の参加が初めてだった。 

 

２．2025年の自治体キャラバンも例年の通り、自治体への事前アンケート、10/21～12/19に

自治体と対面やオンラインで懇談、要請書への回答など、県下すべての自治体の協力を得て

、行うことができた。また、市町との懇談結果をふまえて、4/15に県と懇談した。 

 

３．10/16に第29回定期総会を開催し、提案したすべての議案を採択した。記念講演は「『子

どもの貧困』の現在地－解決はどこに」と題して⾧崎大学教育学部准教授の小西祐馬先生が

講演し、35人が参加した。 

 

４．6/15消費税問題学習会を全国商工団体連合会の中山 眞氏を講師に、WEBで開催した。 

 

署名集約（取り組んだ署名を記入ください） →社保協独自ではなし 

① 介護保険制度の抜本改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名・（       筆） 

② 健康保険証の復活を求める請願署名・・・・・・・・・・・・・・・（       筆） 

③ 国の制度として１８歳までの医療費窓口負担を無料に請願署名・・（       筆） 

④ その他（                 ）        （       筆） 

⑤ その他（                 ）        （       筆） 

２０２５年度内に結成した地域社保協 →なし 

結成年月日(        ) 名称(              ) 

結成予定の地域社保協 →なし 

結成予定日(        )  名称(               ) 
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《2026 年 7 月５日～６日 中央社保協 第 70 回全国総会議案／付属資料》別紙① 

 

    組織名／団体・地域 （鹿児島県社保協） 記入者（日高光雄） 
 

各団体のこの一年間の取り組みの特徴（医療、介護、福祉、年金、教育、子育て、生活保護など社会保

障改善の取り組み、保険証復活のたたかい、自治体キャラバンの特徴、その他） 

１、健康保険証の存続・後期高齢者医療「配慮措置」継続を求める活動について 

後期高齢者医療制度の「配慮措置」の終了を前に、2025年5月29日、鹿児島県後期高齢者医

療広域連合に対して、配慮措置継続を求めて懇談を行いました。懇談の中で広域連合からは、

配慮措置の申請者数と措置を受けた方の人数37,323人（令和6年6月～令和7年5月支給分）、配

慮措置を受けた方の1人当たりの支給金額（月額）約1,193円という回答がありました。こちら

からは、広域連合に対して、国に配慮措置の継続を求めるよう要望し、前向きな回答が得られ

ました。 

２、ノーモア・ミナマタ第2次訴訟支援について 

2025年7月31日、水俣病被害者らでつくる「水俣病不知火患者会」が、鹿児島県・県議会、

鹿児島市・市議会を訪れ、水俣病被害者の早期救済・解決を国に求めるよう要請を行い、鹿児

島県社保協から3名が参加しました。 

2025年8月23日～24日、ミナマタ現地調査が行われ、鹿児島の支援団体から17名が参加しま

した。1日目は、水俣病に関連する施設等をバスでめぐり、2日目は、国会に新救済法が提出さ

れたことを受けて、司法と立法双方での早期解決をめざし決起集会が行われました。 

また、ノーモア・ミナマタ第2次熊本訴訟の控訴審が2025年9月17日福岡高裁で行われ、鹿児

島県社保協から2名が参加しました。 

３、中央社保学校from佐賀について 

 2025年9月20日～21日、佐賀市で中央社保学校from佐賀が行われ、鹿児島県社保協から8名

（民医連4 コープ労組１ 自治労連2 鹿商連１）が参加しました。 

４、自治体キャラバンについて 

 2025年10月28日～11月26日までの期間、離島を除くすべての市町（25市町）及び鹿児島県

と懇談を持ち、幹事をはじめ加盟団体役員や地方議員など延べ119名が参加しました。また各

自治体からは、町⾧1名、副町⾧4名など118名に対応いただきました。今回のキャラバンでは

、主に各自治体が抱える課題や、自治体に寄せられる住民からの要望を聞いた上で、県を通じ

て、国に制度の拡充を求めることを目的としていたため、具体的な前進はありませんでしたが

、各市町村とは、懇談を通じて信頼関係を築くことができ、当初の目的は達成することができ

ました。その中で、各市町村が住民サービスを後退させないために努力している姿が見て取れ

、国が進める社会保障解体政策に対し、県民はもとより、各市町行政も苦慮していることが伺

えました。今後も更に信頼関係を築き、具体的な改善につながるように発展させていきたいと

思います。 

５、介護・認知症なんでも無料電話相談について 

2025年11月10日、中央社保協の呼びかけに応え、「介護・認知症・なんでも無料電話相談」
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を開設し、6件の相談が寄せられました。内訳は、介護保険の申請に関わるもの2件、認知症の

方との接し方に関わるもの1件、障害者の生活に関わるもの1件、事業所内での職員の態度に関

わるもの1件、介護サービスに関わるもの1件となりました。共通した課題として、介護や福祉

は制度が複雑なため、どこに相談すればいいかわからないという点です。介護や福祉の窓口と

しての、地域包括支援センターが住民に知られていない状況も明らかとなりました。また、介

護サービスへの不満や家族への不満も寄せられました。介護現場はどこも人手不足のため、必

要なサービスやケアを利用者に提供できていない現状も明らかとなりました。 

６、憲法・平和を守る取り組みについて 

 憲法を守り、鹿児島の軍事化を許さないために、鹿児島県原水協やかごしま九条の会などの

取り組みに積極的に参加しました。核兵器廃絶を求める活動では、毎月の6・9行動や3・1ビキ

ニデー、6月24日から7月9日で行われた原水爆禁止国民平和大行進や8月6日、9日の原水爆禁

止世界大会、6月14日の県原水協主催の学習会に、加盟団体から多くの人が参加しました。 

 憲法を守る活動では、かごしま九条の会の新聞意見広告や11月3日の講演会（講師 小澤隆

一さん）などが行われました。 

 鹿児島の軍事基地化反対の取り組みでは、鹿児島から南西諸島にかけて進む基地建設・強化

の動きに反対の民意を示そうと、6月14日に「ミサイルよりくらしを！！戦争ＮＯ！ 6・14

かごしま集会」が行われ、加盟団体からも多くの人が参加しました。 

７、原発ゼロの取り組みについて 

 原発ゼロの取り組みでは、ストップ川内原発！3・11鹿児島実行委員会や原発ゼロをめざす

鹿児島県民の会の運動に加盟団体の多くが参加し、川内原発の20年運転延⾧反対、乾式貯蔵施

設建設反対、川内3号機反対など、原発ゼロ社会をめざし活動してきました。 

2026年3月8日には東日本大震災・福島第1原発事故から15年、「ストップ川内原発3・8かご

しまパレード」が鹿児島市の天文館公園で開催され、県内外から450名が参加しました。加盟

団体からも要員含め多くの人が参加し、集会の成功に貢献しました。 

 

 

署名集約（取り組んだ署名を記入ください）鹿児島民医連集約分 

① 介護保険制度の抜本改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名・（9,053筆） 

② 健康保険証の復活を求める請願署名・・・・・・・・・・・・・・・（44筆） 

③ 国の制度として１８歳までの医療費窓口負担を無料に請願署名・・（       筆） 

④ その他（薬の追加負担はやめてください）        （2,664筆） 

⑤ その他（大軍拡反対署名）        （13,286筆） 

２０２５年度内に結成した地域社保協 

結成年月日(        ) 名称(              ) 

結成予定の地域社保協 

結成予定日(        )  名称(               ) 
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